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第一部 長時間労働を是正する背景

1　情報サービス産業が進むべき方向

2　情報サービス産業における労働時間の現状と働き方改革

3　長時間労働是正の方向

コラム 「IT人材の長時間労働削減に向けた実態調査」アンケート結果より

第二部 長時間労働是正に向けた15の勘所

長時間労働の生む問題と解決策の捉え方

勘所1 大規模すぎる案件はフェーズ毎の多段階契約にし、全社を挙げて戦略的に対応すべし

勘所2 業務のわかる人材の投入や組織的なリスク対応をすべし

勘所3 ステアリングコミッティを設置し、ルール化や第三者チェックなどの体制を整備すべし

勘所4 開発作業に着手する前に、十分な工数をかけて要求を分析・評価し、要件定義を明確にすべし

勘所5 見積もりは工数をかけて精度を高めるべし

勘所６ 顧客を超える専門性を目指すべし

勘所7 仕様変更は予めルールや対応方法を決めるか、変更を前提とした開発体制・手法を採用すべし

勘所8 設計の検証と開発でのテストに工数をかけ、品質のトラブルに起因する手戻りを無くすべし

勘所9 追加工数の責任を明確にし、必要人員のコストを確保すべし

勘所10 管理ツールを駆使し、コミュニケーションを密にすることで、仕事の状況を見える化・共有化すべし

勘所11 検収要件に一致するよう、仕様に基づきレビュー・試験項目を早期に洗い出すべし

勘所12 開発スコープを明確にし、規模の拡大を防止すべし

勘所13 顧客・パートナーでドキュメントやテンプレートの標準やルールを統一した開発基盤を共有すべし

勘所14 生産性の基準を設定し定量的に把握すべし

勘所15 管理ツールや会議等で仕事の共有化をはかるべし

経済産業省　第四次産業革命スキル修得講座認定制度

は
じ
め
に

「働き方・休み方改善ハンドブック 情報通信業（情報サービス業編）」を作成してから4年が

経ちました。その間、働き方改革を巡る状況は大きく変わっています。

政府は平成29年3月に「働き方改革実行計画」を策定し、長時間労働是正、柔軟な働き方の

実現、生産性向上、ダイバーシティ推進など幅広いテーマについて、工程表を定めて着実に取組を

進めようとしています。「働き方改革」に係る報道も連日行われており、今や働き方改革は我が国

の最大の関心事の一つとなっています。

情報サービス産業においても、いくつかの事業者団体が「働き方改革」宣言を策定・公表して

います。働き方改革に取り組む企業も急速に増加しており、変革の機運は確実に高まってきています。

この機運を、長時間労働の抑制や有給休暇の取得促進に着実に結びつけていくことが重要です。

そこで、4年前のハンドブックでは人事・労務面からのアプローチにフォーカスしたのに対し、

このたび作成した「働き方改革ハンドブック 情報通信業（情報サービス業編）」では、主に各プロ

ジェクトの現場での仕事の進め方や取引のあり方を見直すことに着目しました。

お客様や協力会社との共同作業の中で、将来のトラブルの芽を見える化し、関係者の間で情報

共有し、早めに手を打つことが、トラブルの防止ひいては長時間労働の抑制につながります。また、

新しい開発環境や方法論の採用などにより生産性そのものを高めていくことも有効です。このハンド

ブックでは、自社の問題解決に向けた取組を考えるにあたってのヒントとなるよう、アンケートや

ヒアリング調査によって得られた情報サービス企業の事例を「長時間労働是正に向けた15の勘所」

としてわかりやすく整理してお示ししています。

働き方改革は、情報サービス業の最大の経営資源である「人材」の能力・意欲の向上や経験を

引き出す、企業にとっても大きなメリットとなる取組です。人事労務管理者だけでなく、事業部門の

管理者や現場のマネージャさらには経営者も、働き方改革の重要性を理解していただき、自らが

率先して、働き方改革の見直しに取り組んでいきましょう。また、社員の方にも2つのハンドブック

を手にとっていただき、自らの働き方について何かしらの気づきを見つけていただく機会として

ください。
厚生労働省　働き方・休み方改善ポータルサイト

厚生労働省　働き方・休み方改善コンサルタント

都道府県労働局（労働基準部／雇用環境・均等室）所在地・電話番号一覧
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1 21 情報サービス産業は、他の業種と比較して、年間総実労働時間が長く、週の労働時間が60時間以上の
雇用者の割合が高い産業です。

情報サービス産業に長時間労働が多いことは、以下の特性が関連していると考えられます。

　　仕事の特性
情報システム構築の開発プロセスには多くのITエンジニアがシステム設計、プログラム作成、テストに

従事し、その仕事の特性には次のものがあります。
●ソフトウェア開発は、複数のITエンジニアがプロジェクト・チームで仕事を行うため、作業の進捗管理や

製品の品質管理が難しく、個々人の経験やノウハウに依存する特性があります。また、企画プロセスが
不十分な場合、その後の工程に影響が出て、時間外労働や休日出勤が増える場合もあります。

●仕事に従事する場所は開発プロセスにより変わることがあり、自社の事業場だけでなく顧客先に常駐し
て業務にあたること（客先常駐）もあります。

●開発プロセスの全部もしくは一部を他のソフトウェア会社に委託し、元請、一次請け、二次請け等の
多重下請構造になることもあります。

いずれも、関係者のコミュニケーション不足が長時間労働の要因となり、プロジェクトの成否はプロジェクト・
マネジメントと人材の総合的な能力が鍵となります。

　　下請取引に係る法令・ガイドライン
下請取引においては、発注者（親事業者）が受注者（下請事業者）に対して、その優越的な地位を濫用

することのないようにすることが必要です。下請代金支払遅延等防止法（下請法）は、下請取引の公正化
と下請事業者の利益保護を図ることを目的としており、親事業者に対してさまざまな義務と禁止行為を
定めていますが、その多くは遵守されなかった場合に下請事業者の長時間労働につながる恐れがあります。
重層的な下請取引構造においては、ほとんどの企業が発注者となり得ます。下請取引関連の法令改正や、
政府が業種別に策定している下請ガイドラインの内容を十分に理解し遵守することは、長時間労働抑制
や有給休暇取得促進の面からも必要不可欠です。

　　情報サービス業とは
　わが国の情報通信業は、通信、情報サービス＊1、インターネット附随サー
ビス、放送等の各分野からなる産業です。
　そのうち情報サービスは、社会の情報インフラを構築・運用する役割を
担い、この分野だけでも売上高21兆円、従業者101万人をかかえる産業です。

　　「デジタル化」による変革
　IoT（Internet of Things）や AI（Artificial Intelligence）など、最新の ITに
よる「第四次産業革命」が産業構造そのものを大きく変革しつつあります。
　IT投資は基幹系（Systems of Records, SoR）からIoT、FinTech、AI、ロボ
ティクス、ビックデータ解析等の先端技術活用（Systems of Engagement, 
SoE）へと重点が移り、競争優位性の高い新たなサービスやビジネスモデル
を実現する、いわゆる“ビジネスのデジタル化”への取組が本格化しています。
　顧客とともに新しいビジネスを共創する仕事の増加に伴い、ITエンジニアの
役割や概念も変わりつつあります。顧客の業務効率化やコスト削減がIT投資
の主な目的だった時代においては、顧客に密着して既存業務の内容を把握
するとともに、顧客の要望をもれなくシステムに反映させることが重要でした。
しかし今後は、知識やノウハウをさまざまな機会を通じて習得し、デザイン
思考やファシリテーション等のスキルと最新のITを駆使して新しいビジネス
モデルを創造・提案し実現していくことが求められています。
　このよう変化に対応するためには、多くの優秀な人材が情報サービス産業
での活躍を目指すよう、「魅力ある産業」となるための取組を推進していくこと
が重要です。昨今、事業者団体が「働き方改革宣言」を策定するなどの動きが
あります。その内容の具現化に向けて、業界全体を挙げて改革に取り組んで
いく必要があります。

＊1 情報サービス：コンピュータなどの機械やコンピュータプログラム（ソフトウェア）などの
情報基盤を提供すること、またはそれらを活用して情報を扱うサービス 

1情報サービス産業における
労働時間の現状と働き方改革

長
時
間
労
働
を
是
正
す
る
背
景

3 4

あらゆる産業がソフトウェアを駆使して新たなイノベーション
を起こしていくデジタルビジネス時代において、情報サービス
産業はこれからの若者が活躍するのにふさわしい魅力ある
産業にならなくてはなりません。

情報サービス産業の労働時間は他業種に比べて長くなっています。その背景には、仕事の
特性や重層的な下請取引構造があり、これらの改革が長時間労働抑制の鍵となります。

情報サービス産業が
進むべき方向

長
時
間
労
働
を
是
正
す
る
背
景

年間総実労働時間
情報通信業：1,933時間 全産業：1,724時間 （厚生労働省）「毎月勤労統計調査」（平成28年）
週60時間以上雇用者の割合
情報通信業：8.2% 全産業：7.7% （総務省）「労働力調査」（平成28年）

下請法が定める親事業者の禁止行為
● 受領拒否（第1項第1号）
● 下請代金の支払遅延（第1項第2号）
● 不当な給付内容の変更及び不当なやり直し（第2項第4号） 等、全11項目。



1 21 　情報サービス産業は、他の業種と比較して、年間総実労働時間が長く、週の労働時間が60時間以上の
雇用者の割合が高い産業です。
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いずれも、関係者のコミュニケーション不足が長時間労働の要因となり、プロジェクトの成否はプロジェクト・
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や有給休暇取得促進の面からも必要不可欠です。
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＊1 情報サービス：コンピュータなどの機械やコンピュータプログラム（ソフトウェア）などの
情報基盤を提供すること、またはそれらを活用して情報を扱うサービス  
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あらゆる産業がソフトウェアを駆使して新たなイノベーション
を起こしていくデジタルビジネス時代において、情報サービス
産業はこれからの若者が活躍するのにふさわしい魅力ある
産業にならなくてはなりません。

情報サービス産業の労働時間は他業種に比べて長くなっています。その背景には、仕事の
特性や重層的な下請取引構造があり、これらの改革が長時間労働抑制の鍵となります。

情報サービス産業が
進むべき方向
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年間総実労働時間
情報通信業：1,933時間 全産業：1,724時間 （厚生労働省）「毎月勤労統計調査」（平成28年）
週60時間以上雇用者の割合
情報通信業：8.2% 全産業：7.7% （総務省）「労働力調査」（平成28年）

下請法が定める親事業者の禁止行為
● 受領拒否（第1項第1号）
● 下請代金の支払遅延（第1項第2号）
● 不当な給付内容の変更及び不当なやり直し（第2項第4号） 等、全11項目。
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　それでは、どのように長時間労働抑制策を進めれば良いのでしょうか。「人事・労務面からのアプローチ」
と「プロジェクトの現場でのアプローチ」に分けて考えてみる必要があります。

　人事・労務面からのアプローチ
　長時間労働を抑制し有給休暇取得を促進するためには、労働時間や
休暇取得について目標を設定し、実態を的確に把握し、両者に乖離がある
場合は対策を講じる、という人事・労務管理のマネジメントサイクルを回す
とともに、必要に応じて制度や仕組みを整備することが必要です。
　厚生労働省が2014年3月に制作した「働き方・休み方改善ハンドブック
情報通信業（情報サービス業編）＊2」にチェックリストや多くの事例が掲載
されていますので、本ハンドブックとあわせてお使い下さい。

　プロジェクトの現場でのアプローチ
　一方で、人事・労務的な取組に注力し、仕組みや制度を十分に整備した
としても、仕事量や生産性などが変わらなければ、抜本的な長時間労働
の抑制や有給休暇の取得促進は困難です。
　そこで、情報システムやソフトウェアの開発プロジェクトの現場の実態
について調査を行ったところ、作業の手戻りやさまざまなトラブルの発生
が長時間労働の大きな原因であることがわかりました。
　プロジェクトの現場では、生産性向上やトラブル発生防止のために、
さまざまな工夫をこらして効果を上げています。9ページから38ページでは、
そのような方策を「15の勘所」として整理し、各社の取組の参考となるよう
取りまとめました。

　　トップマネジメントのリーダーシップ・風土や文化の醸成
　これらのアプローチも、人事労務部門やプロジェクトの現場に閉じて
いたのでは、その効果も限られたものとなってしまいます。特に実績を求め
られる現場では、自らの責任で売上減につながる恐れのある取組を進め
ることは躊躇せざるを得ないのが現状です。トップマネジメントが問題を
把握し、会社全体さらには顧客や協力会社も巻き込んで、全てのステーク
ホルダー共通の課題として目標を設定し、解決に向けた取組を経営者と
しての責任とリーダーシップを持って進めていくことが重要です。
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人事・労務面からのアプローチとプロジェクトの現場でのアプローチの両方が必要で
す。さらに、これらが十分に効果を上げるためには、トップマネジメントのリーダー
シップが必要不可欠です。

長時間労働是正の方向

＊2 http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/kinrou/140312_02.html

情報サービス企業のプロジェクトマネージャ（PM）を対象に実施したアンケート調査では、担当するSIやソフト
ウェア開発のプロジェクトの特性と長時間労働がどのような関係にあるのか、「受注時における契約や提案の
内容」と「プロジェクト遂行時における内容」に分けて尋ねています。

「不明確な仕様」が該当することが多く、また長時間労働につながる影響も大きくなっています。一方、「短すぎる
プロジェクト期間」は、「不明確な仕様」に比べると該当する程度はやや低いものの、長時間労働につながる影響
は同じくらい大きくなっています。

「プロジェクト途中での仕
様変更の依頼」は該当する
程度が最も高く、長時間労働
につながる影響も比較的大き
くなっています。一方、「社内
の人員が十分に投入されない
こと」「メンバーの能力や経験
が不足していること」は、該当
の度合いはやや低いものの、
長時間労働につながる影響
は一層大きくなっています。
このように様々なプロジェ

クト特性の該当する程度と
長時間労働への影響の程度
を知ることで、より効率的か
つ的確に長時間労働の原因
究明と対策を行うことが可能
となります。

「IT人材の長時間労働削減に向けた実態調査」アンケート結果より
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　長時間労働を生む業務や仕事の仕方に関わる問題は多様です。しかも、
それらの諸問題は相互に関連しながら長時間労働を生んでいます。そのため
長時間労働への対応策を考えるにあたっては、「図表検討のステップ」に示す
3つの作業を行う必要があります。
　第一段階は、長時間労働を生む問題を抽出し、そのリストを作成すること
です。本研究プロジェクトで行ったプロジェクトマネージャ対象のアンケート
調査と企業対象の事例調査から、15の問題が抽出されました。「図表 問題と
勘所のリスト」がそれです。
　この15の問題は多様な特性をもつので、第二段階では、それらを体系的に
捉える必要があります。「図表 問題と勘所のリスト」のなかの「分野・フェーズ」
の欄は、労働時間を規定する開発プロジェクトに関わる要素を示しています。
さらに、そこでは諸問題がどの要素に対応するかが示されているので、長時間
労働を生む問題がどの「分野・フェーズ」で起きているかを概観できます。その
うえで第三段階では、問題の背景を確認し、解決策を検討します。この解決
策をここでは「勘所」と呼んでいます。
　以下では、15の問題ごとに背景と勘所を説明します。それらを読むに当たって
は「図表/問題と勘所のリスト」をガイドとして活用することを勧めます。どの
問題にはどの勘所が対応し、その勘所は何ページに記載されているかが示さ
れています。

これから長時間労働を是正するための15の
勘所を説明し、そのなかで勘所と労働時間との
関連に関する統計データを紹介します。このデータ
の内容を理解するには、ITエンジニアの労働時間
の平均的な姿を頭にいれておく必要があります。
まず1日の平均労働時間をみると、プロジェクト
マネージャ（PM）、メンバーともに8時間（480分）
の法定労働時間を60分程度超えているので、
ほぼ1日1時間の残業を行うというのがITエンジ
ニアの平均的な像です。同様に１日の最長時間
は法定労働時間を300分弱超えているので、約
5時間の残業というのが最も労働時間の長い日に
なります。
つぎに休日出勤はPM、メンバーともに9割前後

が「たまにしていた」「ほとんどしていない」として
いるので、限られた働き方であることが分かります。
これに対して有給休暇の取得は消極的です。PM、
メンバーともに「よく取得していた」あるいは「とき
どき取得していた」は1割強にとどまります。
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長時間労働の生む問題と
解決策の捉え方

第一段階 問題を抽出する

第二段階 問題をフェーズごとに捉える

第三段階 問題の背景を確認し、
解決策（勘所）を検討する

図表 検討のステップ

図表 問題と勘所のリスト

有給休暇の取得状況（構成比％）

大規模すぎる案件

会社として実績がない、経験が不足している案件

発注者の協力が得られない

不明確な仕様

過小な工数、短すぎるプロジェクト期間

メンバーの能力や経験が不足している

仕様変更の依頼がある

品質とセキュリティ等のトラブルの発生

追加工数に人員が十分に投入されないこと

開発状況の把握と共有化ができていない

検収条件が明確にされない

仕様以上の過剰品質の開発を行う

作業の標準化ができていない

生産性の基準がなく、生産性が把握できていない

現場、担当者が問題を抱え込むことに対応していない
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※各勘所の取組事例を問題解決のヒントにしてください
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仕様以上の過剰品質の開発を行う

作業の標準化ができていない

生産性の基準がなく、生産性が把握できていない

現場、担当者が問題を抱え込むことに対応していない
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　　背　景
　大規模プロジェクトは、開発期間が長く、多くの企業・関係者が複雑に関わります。そのためプロジェクト
マネジメントが上手く機能しないと、関係者間の調整に時間がとられることなどから生産性の低下をまねき、
長時間労働の発生リスクが大きくなります（コラム　データでみる　を参照）。
　大規模プロジェクトの失敗事例は多く、様々な機関が失敗要因の分析を行っています。その代表である
一般社団法人日本情報システム・ユーザー協会「ソフトウェアメトリックス調査」や独立行政法人情報処理
推進機構「ソフトウェア開発データ白書」をみると、失敗要因をデータで把握することが出来ます。とくに
システム化の目的が不適当なこと、RFP内容が不適当なこと、要求仕様が曖昧で漏れがあること等が失敗
要因として指摘されています。
　大規模プロジェクトはステークホルダーが多く、トラブルが発生すると対応に時間がかかるので、上述
した失敗要因を踏まえて、失敗を回避するための施策を考えておくことが大切です。

　　解決策
　大規模案件での失敗を回避するには、大規模ならではの特殊性を踏まえた以下の施策が有効です。

❶ システム開発環境を整備することによってリスクの見える化を進め、発注者と受注者の間で
リスクの共有化をはかる等プロジェクトの管理体制の整備を進めます。

❷ それとともに組織体制の整備をはかることも大切です。一人のプロジェクトマネージャが
管理できる範囲には限界があるので、案件を適切な規模の複数のプロジェクトに細分化・
階層化することが基本的な対応になります。さらに、これら複数のプロジェクトを調整し
統括する専門担当者を置くことも有効な対応策です。

❸ 契約形態で工夫する方法もあります。具体的には、開発フェーズ毎の多段階契約などが有効
です。これは、上記の❷と異なり大型案件を契約によって分割する方法になります。
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大規模すぎる案件問題

勘所

2Column

大きすぎる案件と労働時間の関係

大規模案件と労働時間

大規模すぎる案件はフェーズ毎の多段階契約にし、
全社を挙げて戦略的に対応すべし1見積もりは工数をかけて精度を高めるべし

データでみる

大きすぎる案件は、仕様変更等に次ぐ長時間労働
を生む原因で、図表（a）のとおり約7割のプロジェクト
マネージャ（PM）が長時間労働につながる（「つな
がると思う」＋「どちらかといえばつながると思う」）と
考えています。また、大きすぎる案件であるか否かに
よって実際の労働時間はかなり異なります。図表（c）
に示したように、大規模案件に該当するプロジェクト
は該当しないプロジェクトに比べて、1日平均労働時間

で約40分、1日の最長労働時間で約150分長くなっ
ています。
しかも図表（b）をみると、大きすぎる案件に該当する
（「当てはまる」＋「どちらかといえば当てはまる」）
プロジェクトを担当しているPMは38.6%と少なくあり
ません。大きすぎる案件に的確に対応することは、
長時間労働を改善するうえで極めて重要なことです。

　　ヒントとなる取組事例
● 開発規模が増大するとプロジェクトの人数が増え生産性が低下します。したがって、開発規模の増大

に対して工数は指数関数的に増大します。このことを織り込まないと過小見積になり、不採算案件ひい
ては長時間労働の原因となります。当社は大規模案件で気を付けなくてはならないポイントをテキス
ト化し、プロジェクトマネージャ向けに教育研修を行っています。
―伊藤忠テクノソリューションズ（株）

● 大規模案件に対応する組織体制として、複数のプロジェクトマネージャの上に統括プロジェクトマネー
ジャを置いて顧客とのコミュニケーションの主管とします。また、全プロジェクトを統括して整合性の
確認やメトリックス収集などの機能を担う専任を設置します。基本的な考え方は人間が管理可能な規模
に細分化・階層化し、専任担当者を置くことにしています。―新日鉄住金ソリューションズ（株）
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大きすぎる案件は、仕様変更等に次ぐ長時間労働
を生む原因で、約7割（72.3%）のプロジェクトマネー
ジャ（PM）が長時間労働につながる（「つながると
思う」＋「どちらかといえばつながると思う」）と考えて
います。また、大きすぎる案件であるか否かによって
実際の労働時間はかなり異なります。図表（d）に示
したように、大規模案件に該当するプロジェクトは該当

しないプロジェクトに比べて、1日平均労働時間で約40
分、1日の最長労働時間で約150分長くなっています。
しかも図表（c）をみると、大きすぎる案件に該当

する（「当てはまる」＋「どちらかといえば当てはま
る」）プロジェクトを担当しているPMは38.6%と少なく
ありません。大きすぎる案件に的確に対応することは、
長時間労働を改善するうえで極めて重要なことです。
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背　景
大規模プロジェクトは、開発期間が長く、多くの企業・関係者が複雑に関わります。そのためプロジェクト

マネジメントが上手く機能しないと、関係者間の調整に時間がとられることなどから生産性の低下をまねき、
長時間労働の発生リスクが大きくなります（コラム データでみる　を参照）。

大規模プロジェクトの失敗事例は多く、様々な機関が失敗要因の分析を行っています。その代表である
一般社団法人日本情報システム・ユーザー協会「ソフトウェアメトリックス調査」や独立行政法人情報処理
推進機構「ソフトウェア開発データ白書」をみると、失敗要因をデータで把握することが出来ます。とくに
システム化の目的が不適当なこと、RFP内容が不適当なこと、要求仕様が曖昧で漏れがあること等が失敗
要因として指摘されています。

大規模プロジェクトはステークホルダーが多く、トラブルが発生すると対応に時間がかかるので、上述
した失敗要因を踏まえて、失敗を回避するための施策を考えておくことが大切です。

解決策
大規模案件での失敗を回避するには、大規模ならではの特殊性を踏まえた以下の施策が有効です。

❶ システム開発環境を整備することによってリスクの見える化を進め、発注者と受注者の間で
リスクの共有化をはかる等プロジェクトの管理体制の整備を進めます。

❷ それとともに組織体制の整備をはかることも大切です。一人のプロジェクトマネージャが
管理できる範囲には限界があるので、案件を適切な規模の複数のプロジェクトに細分化・
階層化することが基本的な対応になります。さらに、これら複数のプロジェクトを調整し
統括する専門担当者を置くことも有効な対応策です。

❸ 契約形態で工夫する方法もあります。具体的には、開発フェーズ毎の多段階契約などが有効
です。これは、上記の❷と異なり大型案件を契約によって分割する方法になります。
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全社を挙げて戦略的に対応すべし1見積もりは工数をかけて精度を高めるべし

データでみる

　大きすぎる案件は、仕様変更等に次ぐ長時間労働
を生む原因で、図表（a）のとおり約7割のプロジェクト
マネージャ（PM）が長時間労働につながる（「つな
がると思う」＋「どちらかといえばつながると思う」）と
考えています。また、大きすぎる案件であるか否かに
よって実際の労働時間はかなり異なります。図表（c）
に示したように、大規模案件に該当するプロジェクト
は該当しないプロジェクトに比べて、1日平均労働時間

で約40分、1日の最長労働時間で約150分長くなっ
ています。
　しかも図表（b）をみると、大きすぎる案件に該当する
（「当てはまる」＋「どちらかといえば当てはまる」）
プロジェクトを担当しているPMは38.6%と少なくあり
ません。大きすぎる案件に的確に対応することは、
長時間労働を改善するうえで極めて重要なことです。

ヒントとなる取組事例
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ては長時間労働の原因となります。当社は大規模案件で気を付けなくてはならないポイントをテキス
ト化し、プロジェクトマネージャ向けに教育研修を行っています。

 ―伊藤忠テクノソリューションズ（株）
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確認やメトリックス収集などの機能を担う専任を設置します。基本的な考え方は人間が管理可能な規模
に細分化・階層化し、専任担当者を置くことにしています。―新日鉄住金ソリューションズ（株）
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分、1日の最長労働時間で約150分長くなっています。
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る」）プロジェクトを担当しているPMは38.6%と少なく
ありません。大きすぎる案件に的確に対応することは、
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出典：「IT人材の長時間労働削減に向けた実態調査」アンケート結果より

　　背　景
　会社として実績や経験のない分野の案件に取り組むと、どうしてもトラブルが多くなる等によって労働時間
が長くなりがちです（コラム　データでみる　を参照）。
　プロジェクトを進めるにあたっては、顧客の業務内容や現行システムにおける業務フローを十分に理解
していることが重要です。しかし、実績・経験不足の案件ではそれが難しく、顧客が業務で使う言葉すら
分からないことも起こります。特に情報システムのリプレイス案件では、受注者側だけでなく顧客側にも
初期システムの導入に携わった人材がいないということがあります。また、クラウド基盤において様々な
業務ツールを組み合わせて活用する場合には、個々の業務フローがブラックボックス化している場合も
あります。
　このため実績・経験不足のプロジェクトでは、プロジェクトマネージャに大きな負荷がかかることに
なり、現場だけの対応では大きなトラブルが起きる恐れがあります。組織的な判断と対応が不可欠です。

　　解決策
　会社として実績・経験が不足の案件の場合には、プロジェクトマネージャに全てをまかせるのではなく、
プロジェクトマネージャを支援する組織的な対応が必要となります。以下がそのための有効な施策です。

❶ プロジェクトチームを組成する際には、過去に類似の業務に携わったことのある社員を部門
を越えてアサインする。

❷ 業務知識を獲得するために、顧客側の業務のキーマンと密接なコミュニケーションを
はかる。

❸ 見積もりや受注に関わる問題が起こるリスクが大きいので、それに対応するための専門部署
を設置する。
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　　ヒントとなる取組事例
● 汎用系からクラウド系へのリプレイス案件において、受注段階での仕様が曖昧であり業務フローが

分からないため、汎用系システム導入時に担当した社員をプロジェクトに投入して対応した。
―A社

● 以前、失敗に終わった経験の無い特殊分野のシステム開発案件を全社的に重要プロジェクトと位置
付け、発注者側の業務系キーマンと密に打合せ（毎日30～60分程度）を行うことにより、自社にはない
特殊知識を獲得し、進捗共有及び意思疎通を図り、プロジェクトを成功に導いた。
―三菱ケミカルシステム（株）

● 新規案件を中心に仕様をレビューし、見積もりや受注に関するリスクに対応する専門部署を設置して、
メンバーや現場任せにせず全社的なリスク対応を行う。―（株）メタテクノ

会社としての実績がない、経験が不足している案件問題

勘所

＊2 http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/kinrou/140312_02.html
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会社として実績がない、あるいは経験が不足して

いるプロジェクトであると、見積もりを誤る、開発段階
でのトラブルに対応できない等によって長時間労働が
発生しやすくなります。図表をみると、7割を超えるプロ
ジェクトマネージャ（PM）が「会社として実績のない
案件」「会社として不得意・経験不足の案件」は長
時間労働につながる（「つながる」＋「どちらかというと
つながる」）としていますし、それに該当するプロジェクト
であるか否かによってITエンジニアの労働時間は大きく
異なっています。
そうなると、どの程度のプロジェクトが会社として

実績のない、あるいは経験不足のプロジェクトである
かが問題になります。担当するプロジェクトが「会社と

して実績のない案件」、「会社として不得意・経験不足
の案件」に該当する（「当てはまる」＋「どちらかという
と当てはまる」）としたPMは約3割（それぞれ
34.6％、28.1％）にも上り、実績・経験不足のプロ
ジェクトを担当することは普通に起こることであること
が分かります。
この点に関連して注目したいことは、プロジェクト

分野によって事情がかなり異なり、デジタルビジネス
系が実績・経験不足のプロジェクトが多くなっています。
さらにプロジェクト期間によっても異なり、期間の長い
プロジェクトほど実績・経験不足の傾向が強まります。
これらは特に配慮が求められるプロジェクトです。

プロジェクトマネージャ（PM）に聞いた担当プロジェクトの現状と長時間労働の発生

実績・経験不足が生む長時間労働

管理ツールを駆使し、コミュニケーションを密にすることで、
仕事の状況を見える化・共有化すべし 2 業務のわかる人材の投入や組織的なリスク対応をすべし
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出典：「IT人材の長時間労働削減に向けた実態調査」アンケート結果より

　　背　景
会社として実績や経験のない分野の案件に取り組むと、どうしてもトラブルが多くなる等によって労働時間

が長くなりがちです（コラム データでみる　を参照）。
プロジェクトを進めるにあたっては、顧客の業務内容や現行システムにおける業務フローを十分に理解

していることが重要です。しかし、実績・経験不足の案件ではそれが難しく、顧客が業務で使う言葉すら
分からないことも起こります。特に情報システムのリプレイス案件では、受注者側だけでなく顧客側にも
初期システムの導入に携わった人材がいないということがあります。また、クラウド基盤において様々な
業務ツールを組み合わせて活用する場合には、個々の業務フローがブラックボックス化している場合も
あります。

このため実績・経験不足のプロジェクトでは、プロジェクトマネージャに大きな負荷がかかることに
なり、現場だけの対応では大きなトラブルが起きる恐れがあります。組織的な判断と対応が不可欠です。

解決策
会社として実績・経験が不足の案件の場合には、プロジェクトマネージャに全てをまかせるのではなく、

プロジェクトマネージャを支援する組織的な対応が必要となります。以下がそのための有効な施策です。

❶ プロジェクトチームを組成する際には、過去に類似の業務に携わったことのある社員を部門
を越えてアサインする。

❷ 業務知識を獲得するために、顧客側の業務のキーマンと密接なコミュニケーションを
はかる。

❸ 見積もりや受注に関わる問題が起こるリスクが大きいので、それに対応するための専門部署
を設置する。

2

11 12

ヒントとなる取組事例
● 汎用系からクラウド系へのリプレイス案件において、受注段階での仕様が曖昧であり業務フローが

分からないため、汎用系システム導入時に担当した社員をプロジェクトに投入して対応した。
―A社

● 以前、失敗に終わった経験の無い特殊分野のシステム開発案件を全社的に重要プロジェクトと位置
付け、発注者側の業務系キーマンと密に打合せ（毎日30～60分程度）を行うことにより、自社にはない
特殊知識を獲得し、進捗共有及び意思疎通を図り、プロジェクトを成功に導いた。

 ―三菱ケミカルシステム（株）
● 新規案件を中心に仕様をレビューし、見積もりや受注に関するリスクに対応する専門部署を設置して、

メンバーや現場任せにせず全社的なリスク対応を行う。―（株）メタテクノ

会社としての実績がない、経験が不足している案件問題

勘所

＊2 http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/kinrou/140312_02.html
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　　背　景
　開発プロジェクトでは、予期しない問題が起こることは当たり前のことです。開発プロジェクトを効率的に
進め、当初の仕様通りに終わらせるには、予期しない問題が起こるリスクに適切に対応することが大切です。
　そのためには、発注者である顧客、受注者としてのSIer、外注先等のパートナー企業などの関係者との
協力関係を作り、予期しない問題に合わせてプロジェクトの進め方を調整していくことが求められます。
とくにプロジェクトの規模が大きくなり、難易度が高まるほど、収益管理や労務管理における調整機能が
重要になります。
　関係者との協力関係が不十分で、とくに顧客とのコミュニケーションが希薄なプロジェクトでは、予期しない
問題への対応がうまくいかず、プロジェクトメンバーの労働時間が長くなってしまいます（コラム
を参照）。

　　解決策
　長時間労働を是正し、プロジェクトを効率的に進めるには、顧客、SIer、パートナー企業などの関係者
とくに顧客との協力関係を作り、プロジェクトの進め方を適宜調整する仕組みを整備しておくことが必要
です。以下は、そのための施策です。

❶ 顧客、SIer、パートナー企業などからなる、相互の利害を調整するための会議体（ステア
リングコミッティ）を設置します。

❷ ステアリングコミッティは設置するだけでなく、機能させることが重要です。相互に役割を
確認し、進捗にあわせて“何を”、“どのタイミングで”、“誰が”チェックするか、“誰がどう
対処する”等のルールを明確にする必要があります。また、月次、週次、日時等、開催の頻度
も定め、コミュニケーションを密にする必要があります。

❸ ステアリングコミッティ等の会議体を作る以外にも顧客とのコミュニケーションを密にし、
リスクや開発の進行状況を共有化する有効な方法があるので、それを活用すること。リスク
管理台帳、チャットの活用等の具体例が「ヒントとなる取組事例」に紹介してあるので、それら
を参考にしてください。
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● 顧客も加えたビジネスチャットにより、発注者とのコミュニケーションが円滑になり、顧客のニーズを
瞬時かつ的確に把握することが出来ました。従来の会議や議事録作成の作業時間もなくなり、業務
の効率化と労働時間の削減に繋がりました。―（株）KIS

● プロジェクトに関わるリスクを「リスク管理台帳」としてまとめ、予想するリスクの分析と対応を顧客と
一緒に共有しています。特にプロジェクト開始以前に予想されるリスクについては、顧客と合意する
ことが、予定外の作業を出さないことに繋がります。―SCSK（株）

● エクセルのマクロで作成した「プロジェクト標準」のテンプレートを共有し、お客さんとコミュニケー
ションを取りながら、テンプレートの空欄を埋めていけば計画書が完成し、またレビューが完成する
ようになっています。―（株）ユビキタス

発注者の協力が得られない問題

勘所

2

Column

「顧客との関係」と労働時間の関係

「顧客との関係」と労働時間

ステアリングコミッティを設置し、
ルール化や第三者チェックなどの体制を整備すべし3業務のわかる人材の投入や組織的なリスク対応をすべし

データでみる

顧客との関係がうまくいかないと労働時間にしわ寄
せがいきます。図表（b）をみると、「発注者との関係」
に問題のあるプロジェクト（「当てはまる」＋「どちらか
といえば当てはまる」）は1割台と多くありませんが、
それの労働時間に与える影響は大きいといえます。
図表（a）のとおり「発注者とのコミュニケーションが

上手くいかない」「発注者から協力が得られない」が
長時間労働につながるとしたプロジェクトマネージャ
（PM）は約7割に達しますし、図表（c）をみると、
「発注者から協力が得られない」に「該当する」プロ
ジェクトの労働時間とくにPMの労働時間は「該当し
ない」プロジェクトに比べて明らかに長くなっています。

　　ヒントとなる取組事例
● 全社的な管理体制によるプロジェクト支援を実施しています。各フェーズ毎に“誰が”、“何を”、審議・

チェックをするかのルールを明確にしています。第三者チェックにより人員の追加を指示することが
あります。これによって、長時間労働を回避できることもあります。― B社

● 毎年の契約時に担当部長が顧客に対して働き方改革の説明をしています。また、月に2回メンバーが
代わる代わる有給休暇を取得するよう調整し、顧客との週次打ち合わせで休暇の説明をしています。
―（株）SRA

（注） 「該当する」は（b）の「発注者から協力が得られない」が「当てはまる」と「どちらかといえば当てはまる」、「該当しない」は
「どちらかといえば当てはまらない」と「当てはまらない」に対応する。

出典：「IT人材の長時間労働削減に向けた実態調査」アンケート結果より
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「顧客との関係」と労働時間 データでみる

顧客との関係がうまくいかないと労働時間にしわ寄
せがいきます。図表（a）をみると、「発注者との関係」
に問題のあるプロジェクト（「当てはまる」＋「どちらか
といえば当てはまる」）は1割台と多くありませんが、
それの労働時間に与える影響は大きいといえます。
「うまくいかない発注者とのコミュニケーション」「発

注者から協力が得られない」が長時間労働につながる
としたプロジェクトマネージャ（PM）は約7割に達しま
すし、図表（b）をみると、「発注者から協力が得られ
ない」に「該当する」プロジェクトの労働時間とくに
PMの労働時間は「該当しない」プロジェクトに比べて
明らかに長くなっています。
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（注）「該当する」は（a）の「発注者から協力が得られない」が「当てはまる」と「どちらかといえば当てはまる」、「該当しない」は
「どちらかといえば当てはまらない」と「当てはまらない」に対応する。

図表（a）
「顧客との関係」がうまくいかない（％）

図表（b）「発注者からの協力」と労働時間

出典：「IT人材の長時間労働削減に向けた実態調査」アンケート結果より
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❷ ステアリングコミッティは設置するだけでなく、機能させることが重要です。相互に役割を
確認し、進捗にあわせて“何を”、“どのタイミングで”、“誰が”チェックするか、“誰がどう
対処する”等のルールを明確にする必要があります。また、月次、週次、日時等、開催の頻度
も定め、コミュニケーションを密にする必要があります。

❸ ステアリングコミッティ等の会議体を作る以外にも顧客とのコミュニケーションを密にし、
リスクや開発の進行状況を共有化する有効な方法があるので、それを活用すること。リスク
管理台帳、チャットの活用等の具体例が「ヒントとなる取組事例」に紹介してあるので、それら
を参考にしてください。
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● 顧客も加えたビジネスチャットにより、発注者とのコミュニケーションが円滑になり、顧客のニーズを
瞬時かつ的確に把握することが出来ました。従来の会議や議事録作成の作業時間もなくなり、業務
の効率化と労働時間の削減に繋がりました。―（株）KIS

● プロジェクトに関わるリスクを「リスク管理台帳」としてまとめ、予想するリスクの分析と対応を顧客と
一緒に共有しています。特にプロジェクト開始以前に予想されるリスクについては、顧客と合意する
ことが、予定外の作業を出さないことに繋がります。―SCSK（株）

● エクセルのマクロで作成した「プロジェクト標準」のテンプレートを共有し、お客さんとコミュニケー
ションを取りながら、テンプレートの空欄を埋めていけば計画書が完成し、またレビューが完成する
ようになっています。―（株）ユビキタス
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データでみる

　顧客との関係がうまくいかないと労働時間にしわ寄
せがいきます。図表（b）をみると、「発注者との関係」
に問題のあるプロジェクト（「当てはまる」＋「どちらか
といえば当てはまる」）は1割台と多くありませんが、
それの労働時間に与える影響は大きいといえます。
図表（a）のとおり「発注者とのコミュニケーションが

上手くいかない」「発注者から協力が得られない」が
長時間労働につながるとしたプロジェクトマネージャ
（PM）は約7割に達しますし、図表（c）をみると、
「発注者から協力が得られない」に「該当する」プロ
ジェクトの労働時間とくにPMの労働時間は「該当し
ない」プロジェクトに比べて明らかに長くなっています。

ヒントとなる取組事例
● 全社的な管理体制によるプロジェクト支援を実施しています。各フェーズ毎に“誰が”、“何を”、審議・

チェックをするかのルールを明確にしています。第三者チェックにより人員の追加を指示することが
あります。これによって、長時間労働を回避できることもあります。― B社

● 毎年の契約時に担当部長が顧客に対して働き方改革の説明をしています。また、月に2回メンバーが
代わる代わる有給休暇を取得するよう調整し、顧客との週次打ち合わせで休暇の説明をしています。

 ―（株）SRA

（注） 「該当する」は（b）の「発注者から協力が得られない」が「当てはまる」と「どちらかといえば当てはまる」、「該当しない」は
「どちらかといえば当てはまらない」と「当てはまらない」に対応する。

出典：「IT人材の長時間労働削減に向けた実態調査」アンケート結果より
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出典：「IT人材の長時間労働削減に向けた実態調査」アンケート結果より
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図表（a）
長時間労働につながると思うか（％）

図表（b）
担当プロジェクトに当てはまるか（％）

図表（c）
「発注者からの協力」と労働時間 1日の最長労働時間（分）
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　　背　景
　プロジェクトが失敗する、あるいは開発段階でトラブルが起こる最も大きな要因は「不明確な仕様」に
あります。システム開発では、顧客の業務をビジネスモデルに落とし、そこからシステムモデルに転換して
プログラムコードを生成します。ビジネスモデルを作る段階でどんな機能を持たせるかの要求からシス
テム要件を決めます。この時、要求が曖昧であると、後工程で要求に合わないということから手戻りが発生し、
長時間労働発生のリスクが高まることになります（コラム　データでみる　を参照）。

　　解決策
　この問題への対応は、「発注者は何が目的か」、「どういう機能が必要か」というシステム構築における
顧客の要求を明確に定義し、それをシステムに正しく反映させることにつきます。問題はそれを、どのように
進めるかです。以下は、そのための役立つ工夫や施策です。

❶ 開発作業に着手する前の工程で仕様を分析・評価し、要件定義を明確にするため、仕様の
ひもとき作業に十分に時間を費やすこと。プロトタイプを作成し要件定義の精度を上げる
ことも有効です。

❷ 発注者が業務を理解しているかどうかを確認したうえで、対応策を考えること。また、プロ
ジェクトに顧客の業務に精通する人材を配置することも重要です。

❸ 要件が明確に定義できないときは、要件定義と設計開発を分けて契約し、設計開発の見積
もりは要件が明確に定義されてから行います。

❹ システム構築における顧客の要求を科学的に定義し、システムに正しく反映させる方法や
考え方については、一般社団法人情報サービス産業協会がまとめた「要求工学知識
体系（REBOK）」が参考になります。この体系が示す顧客の要求を獲得・定義・検証・管理
するプロセスを実践することで要求仕様の曖昧さをなくし、要件を明確にすることが出来ます。
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● 新規案件は、仕様が曖昧のため、要件定義、設計段階のフェーズごとに契約を締結しました。また、
長年継続している案件では、特殊分野の技術・知識が必要であり、それらを習得している人材の知見
や経験から作業手順等のマニュアル化を進め平準化をしています。

 ―TDI プロダクトソリューション（株）

不明確な仕様問題
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「不明確な仕様」と労働時間の関係

「不明確な仕様」と労働時間

開発作業に着手する前に、十分な工数をかけて
要求を分析・評価し、要件定義を明確にすべし4業務のわかる人材の投入や組織的なリスク対応をすべし

データでみる

受注時における契約内容、とくに「不明確な仕様」
は労働時間に大きな影響を与えます。この点について
図表（a）を見ると、「不明確な仕様」は長時間労働に
つながるとしたプロジェクトマネージャ（PM）が77.9%
（「つながる」＋「どちらかといえばつながる」の比率）
に上りますし、図表（c）の労働時間のデータはこの
点を如実に表しています。「不明確な仕様」に「該当
する」プロジェクトと「該当しない」プロジェクトを比べ
ると労働時間が大きく異なります。たとえば1日平均

労働時間はPMで41.3分、メンバーで30.5分異なり
ますし、1日の最長労働時間でも同様の傾向がみられ
ます。
このようにみてくるとITエンジニアが「不明確な

仕様」のプロジェクトにどの程度従事しているかが
問題になります。図表（b）をみると、約4割（40.1％）
のPMが該当する（「当てはまる」＋「どちらかといえ
ば当てはまる」）としているので、「不明確な仕様」
は広く起きている問題です。

　　ヒントとなる取組事例
● 顧客のスキル・レベルに応じて（特にIoT関連で製造業の顧客のネットワーク技術レベルは高くない）、

プロジェクトの前行程において、リスク対応の一環として仕様のひもとき作業に時間を費やし、要件を
確定することが重要です。顧客がIT技術に習熟していない場合、仕様書の完成度が高くないため、
責任の所在と対策を明確にするためにQ＆Aを準備して疑問点について一つ一つつぶしていきます。
仕様のひもとき作業は、仕様書を熟読して疑問点を洗い出し、実現可能性の検討（フィジビリティスタ
ディ）に時間をかけます。プロジェクト計画書作成段階でWBS（ワークブレークダウンストラクチャ）を
起こすことになりますが、いかに仕様詳細レベルまで記述するか、要求仕様を精査して疑問点を徹底的
にクリアにすることが必要です。―（株）ユビキタス

出典：「IT人材の長時間労働削減に向けた実態調査」アンケート結果より
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背　景
プロジェクトが失敗する、あるいは開発段階でトラブルが起こる最も大きな要因は「不明確な仕様」に

あります。システム開発では、顧客の業務をビジネスモデルに落とし、そこからシステムモデルに転換して
プログラムコードを生成します。ビジネスモデルを作る段階でどんな機能を持たせるかの要求からシス
テム要件を決めます。この時、要求が曖昧であると、後工程で要求に合わないということから手戻りが発生し、
長時間労働発生のリスクが高まることになります（コラム データでみる　を参照）。

解決策
この問題への対応は、「発注者は何が目的か」、「どういう機能が必要か」というシステム構築における

顧客の要求を明確に定義し、それをシステムに正しく反映させることにつきます。問題はそれを、どのように
進めるかです。以下は、そのための役立つ工夫や施策です。

❶ 開発作業に着手する前の工程で仕様を分析・評価し、要件定義を明確にするため、仕様の
ひもとき作業に十分に時間を費やすこと。プロトタイプを作成し要件定義の精度を上げる
ことも有効です。

❷ 発注者が業務を理解しているかどうかを確認したうえで、対応策を考えること。また、プロ
ジェクトに顧客の業務に精通する人材を配置することも重要です。

❸ 要件が明確に定義できないときは、要件定義と設計開発を分けて契約し、設計開発の見積
もりは要件が明確に定義されてから行います。

❹ システム構築における顧客の要求を科学的に定義し、システムに正しく反映させる方法や
考え方については、一般社団法人情報サービス産業協会がまとめた「要求工学知識
体系（REBOK）」が参考になります。この体系が示す顧客の要求を獲得・定義・検証・管理
するプロセスを実践することで要求仕様の曖昧さをなくし、要件を明確にすることが出来ます。
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● 新規案件は、仕様が曖昧のため、要件定義、設計段階のフェーズごとに契約を締結しました。また、
長年継続している案件では、特殊分野の技術・知識が必要であり、それらを習得している人材の知見
や経験から作業手順等のマニュアル化を進め平準化をしています。
―TDI プロダクトソリューション（株）
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は労働時間に大きな影響を与えます。この点について
図表（a）を見ると、「不明確な仕様」は長時間労働に
つながるとしたプロジェクトマネージャ（PM）が77.9%
（「つながる」＋「どちらかといえばつながる」の比率）
に上りますし、図表（c）の労働時間のデータはこの
点を如実に表しています。「不明確な仕様」に「該当
する」プロジェクトと「該当しない」プロジェクトを比べ
ると労働時間が大きく異なります。たとえば1日平均

労働時間はPMで41.3分、メンバーで30.5分異なり
ますし、1日の最長労働時間でも同様の傾向がみられ
ます。
　このようにみてくるとITエンジニアが「不明確な
仕様」のプロジェクトにどの程度従事しているかが
問題になります。図表（b）をみると、約4割（40.1％）
のPMが該当する（「当てはまる」＋「どちらかといえ
ば当てはまる」）としているので、「不明確な仕様」
は広く起きている問題です。

ヒントとなる取組事例
● 顧客のスキル・レベルに応じて（特にIoT関連で製造業の顧客のネットワーク技術レベルは高くない）、

プロジェクトの前行程において、リスク対応の一環として仕様のひもとき作業に時間を費やし、要件を
確定することが重要です。顧客がIT技術に習熟していない場合、仕様書の完成度が高くないため、
責任の所在と対策を明確にするためにQ＆Aを準備して疑問点について一つ一つつぶしていきます。
仕様のひもとき作業は、仕様書を熟読して疑問点を洗い出し、実現可能性の検討（フィジビリティスタ
ディ）に時間をかけます。プロジェクト計画書作成段階でWBS（ワークブレークダウンストラクチャ）を
起こすことになりますが、いかに仕様詳細レベルまで記述するか、要求仕様を精査して疑問点を徹底的
にクリアにすることが必要です。―（株）ユビキタス

出典：「IT人材の長時間労働削減に向けた実態調査」アンケート結果より
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過小な工数
短すぎるプロジェクト期間

❶ 見積もりの精度を高めるために、見積もりの作成に十分な工数をかけます。

❷ 見積もりの精度を高めるために、社外にあるノウハウを活用します。プロジェクト要件にかかる
工数と工期の関係については、独立行政法人情報処理推進機構のまとめた「ソフトウェア
開発データ白書」が参考になります。

❸ 特に重要なプロジェクト案件では、品質も含めた見積もりの内容をチェックする社内体制と
ルールを明確にします。それとともに、あらかじめ想定できるリスクを洗い出しておくことも
重要です。

　　ヒントとなる取組事例
● 組込系ソフトウェア開発では最初の見積もりが重要です。特に要件が曖昧な場合には、要件定義から

入り、かなり工数をかけて見積もり精度を高めます。要件定義と設計開発を分けて契約することにより
リスクヘッジすることも工夫しています。―TDI プロダクトソリューション（株）

● 一定規模以上のプロジェクトや特定の注視プロジェクトについては、経営層、当該メンバー、部門長、
アシュアランス室によるプロジェクトレビュー会議を設置し、見積もり段階から受注後は毎月レビュー
を実施します。また、第三者監査体制に依頼してチェックしてもらうケースもあります。― C社

　　背　景
　システム開発の受注時には、仕様や要件が明確になっていない等のリスクが常にあります。とくにITエン
ジニアは顧客のことを考えて、工数や開発期間を少なめに見積もりがちです。この「過小な工数」や「短す
ぎるプロジェクト期間」の問題には多くのリスクが存在します。
　特に「過小な工数」のプロジェクトではプロジェクトマネージャやメンバーに大きな負荷がかかりま
す（コラム　データでみる　を参照）。予定外の仕事（タスク）や手戻りが発生した場合でも、限られた工
数のため要員の追加や外部委託などの方法で対応することが難しくなります。そのため、メンバーの労働時
間を長くすることで対応せざるを得なくなり、長時間労働を生むことになります。問題はそれだけではあ
りません。予算の修正を依頼するなど顧客に迷惑をかけ、顧客との信頼関係にマイナスの影響を及ぼすこと
にもなってしまいます。
　工数や開発期間の見積もりの精度を高めることの効果は、長時間労働を抑制するだけではありません。
当該プロジェクトを成功に導くとともに、長期的には顧客との良好な関係を築くことにつながります。

　　解決策
　「過小な工数」や「短すぎるプロジェクト期間」の問題に対応するには、何にも増して見積もり精度を
高めることが重要です。以下は、そのための有効な施策です。
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勘所

2

Column

「過小な工数」と労働時間の関係

「過小な工数」等と労働時間

開発作業に着手する前に、十分な工数をかけて
要求を分析・評価し、要件定義を明確にすべし 5 見積もりは工数をかけて精度を高めるべし

データでみる

「過小な工数」や「短すぎるプロジェクト期間」が
長時間労働につながると考えているプロジェクトマネー
ジャ（PM）は図表（a）のとおりそれぞれ71.4%、
74.9%に上ります。しかも「過小な工数」や「短すぎる
プロジェクト期間」に該当するプロジェクトであるか
否かによって実際の労働時間はかなり異なります。
図表（b）（c）で示しているように「過小な工数」に
該当する（「当てはまる」＋「どちらかといえば当ては
まる」）プロジェクトは該当しないプロジェクトに比べ
て、1日平均労働時間で30～40分、1日の最長労働

時間で160～170分長くなっています。
他方では、「過小な工数」に該当する（図表（b）

の「当てはまる」＋「どちらかといえば当てはまる」）
プロジェクトを担当しているPMはほぼ4人に1人
（26.4%）の割合です。データは示していませんが、
「短すぎるプロジェクト期間」でみるとこの比率はほぼ
3人に1人（33.7%）になります。このようにみてくると、
長時間労働を是正するために「過小な工数」や「短す
ぎるプロジェクト期間」の問題を解決する余地はかなり
あるといえます。

（注） 「該当する」は（b）の「当てはまる」と「どちらかといえば当てはまる」、「該当しない」は「どちらかといえば当てはまらな
い」と「当てはまらない」に対応する

出典：「IT人材の長時間労働削減に向けた実態調査」アンケート結果より
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長時間労働につながると考えているプロジェクトマ
ネージャ（PM）はそれぞれ71.4%、74.9%に上ります。
しかも「過小な工数」や「短すぎるプロジェクト期間」
に該当するプロジェクトであるか否かによって実際の
労働時間はかなり異なります。図表に示したように
「過小な工数」に該当する（「当てはまる」＋「どちら
かといえば当てはまる」）プロジェクトは該当しないプロ
ジェクトに比べて、1日平均労働時間で30～40分、1日

の最長労働時間で160～170分長くなっています。
他方では、「過小な工数」に該当する（図表の「当て

はまる」＋「どちらかといえば当てはまる」）プロジェクト
を担当しているPMはほぼ4人に1人（26.4%）の割合
です。データは示していませんが、「短すぎるプロジェクト
期間」でみるとこの比率はほぼ3人に1人（33.7%）に
なります。このようにみてくると、長時間労働を是正する
ために「過小な工数」や「短すぎるプロジェクト期間」
の問題を解決する余地はかなりあるといえます。
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図表（a）「担当プロジェクトは
「過小な工数」であるか（％）

図表（b）「過小な工数」と労働時間

● PMO（Project Management Office）体制を整備し、一定規模以上のプロジェクトについて、「プロジェ
クト報告書」に基づき発注からリリースまでの進捗状況を監視・監督します。プロジェクトの状況は、
進捗・予実・コスト等について定量的な基準値に基づき青信号、黄信号、赤信号（信号機と総称）による
アラートを出す仕組みを作っています。アラートが出たプロジェクトは、PMOと部門が協力し、人員
増強、顧客との折衝などの対応策をとっています。―（株）アイネット
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過小な工数
短すぎるプロジェクト期間

❶ 見積もりの精度を高めるために、見積もりの作成に十分な工数をかけます。

❷ 見積もりの精度を高めるために、社外にあるノウハウを活用します。プロジェクト要件にかかる
工数と工期の関係については、独立行政法人情報処理推進機構のまとめた「ソフトウェア
開発データ白書」が参考になります。

❸ 特に重要なプロジェクト案件では、品質も含めた見積もりの内容をチェックする社内体制と
ルールを明確にします。それとともに、あらかじめ想定できるリスクを洗い出しておくことも
重要です。

ヒントとなる取組事例
● 組込系ソフトウェア開発では最初の見積もりが重要です。特に要件が曖昧な場合には、要件定義から

入り、かなり工数をかけて見積もり精度を高めます。要件定義と設計開発を分けて契約することにより
リスクヘッジすることも工夫しています。―TDI プロダクトソリューション（株）

● 一定規模以上のプロジェクトや特定の注視プロジェクトについては、経営層、当該メンバー、部門長、
アシュアランス室によるプロジェクトレビュー会議を設置し、見積もり段階から受注後は毎月レビュー
を実施します。また、第三者監査体制に依頼してチェックしてもらうケースもあります。― C社

背　景
システム開発の受注時には、仕様や要件が明確になっていない等のリスクが常にあります。とくにITエン

ジニアは顧客のことを考えて、工数や開発期間を少なめに見積もりがちです。この「過小な工数」や「短すぎ
るプロジェクト期間」の問題には多くのリスクが存在します。

特に「過小な工数」のプロジェクトではプロジェクトマネージャやメンバーに大きな負荷がかかります
（コラム　データでみる　を参照）。予定外の仕事（タスク）や手戻りが発生した場合でも、限られた工数
のため要員の追加や外部委託などの方法で対応することが難しくなります。そのため、メンバーの労働時間
を長くすることで対応せざるを得なくなり、長時間労働を生むことになります。問題はそれだけではありま
せん。予算の修正を依頼するなど顧客に迷惑をかけ、顧客との信頼関係にマスナスの影響を及ぼすことに
もなってしまいます。

工数や開発期間の見積もりの精度を高めることの効果は、長時間労働を抑制するだけではありません。
当該プロジェクトを成功に導くとともに、長期的には顧客との良好な関係を築くことにつながります。

解決策
「過小な工数」や「短すぎるプロジェクト期間」の問題に対応するには、何にも増して見積もり精度を

高めることが重要です。以下は、そのための有効な施策です。
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「過小な工数」と労働時間の関係

「過小な工数」等と労働時間

開発作業に着手する前に、十分な工数をかけて
要求を分析・評価し、要件定義を明確にすべし 5 見積もりは工数をかけて精度を高めるべし

データでみる

　「過小な工数」や「短すぎるプロジェクト期間」が
長時間労働につながると考えているプロジェクトマネー
ジャ（PM）は図表（a）のとおりそれぞれ71.4%、
74.9%に上ります。しかも「過小な工数」や「短すぎる
プロジェクト期間」に該当するプロジェクトであるか
否かによって実際の労働時間はかなり異なります。
図表（b）（c）で示しているように「過小な工数」に
該当する（「当てはまる」＋「どちらかといえば当ては
まる」）プロジェクトは該当しないプロジェクトに比べ
て、1日平均労働時間で30～40分、1日の最長労働

時間で160～170分長くなっています。
　他方では、「過小な工数」に該当する（図表（b）
の「当てはまる」＋「どちらかといえば当てはまる」）
プロジェクトを担当しているPMはほぼ4人に1人
（26.4%）の割合です。データは示していませんが、
「短すぎるプロジェクト期間」でみるとこの比率はほぼ
3人に1人（33.7%）になります。このようにみてくると、
長時間労働を是正するために「過小な工数」や「短す
ぎるプロジェクト期間」の問題を解決する余地はかなり
あるといえます。

（注） 「該当する」は（b）の「当てはまる」と「どちらかといえば当てはまる」、「該当しない」は「どちらかといえば当てはまらな
い」と「当てはまらない」に対応する

出典：「IT人材の長時間労働削減に向けた実態調査」アンケート結果より
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「過小な工数」や「短すぎるプロジェクト期間」が
長時間労働につながると考えているプロジェクトマ
ネージャ（PM）はそれぞれ71.4%、74.9%に上ります。
しかも「過小な工数」や「短すぎるプロジェクト期間」
に該当するプロジェクトであるか否かによって実際の
労働時間はかなり異なります。図表に示したように
「過小な工数」に該当する（「当てはまる」＋「どちら
かといえば当てはまる」）プロジェクトは該当しないプロ
ジェクトに比べて、1日平均労働時間で30～40分、1日

の最長労働時間で160～170分長くなっています。
他方では、「過小な工数」に該当する（図表の「当て

はまる」＋「どちらかといえば当てはまる」）プロジェクト
を担当しているPMはほぼ4人に1人（26.4%）の割合
です。データは示していませんが、「短すぎるプロジェクト
期間」でみるとこの比率はほぼ3人に1人（33.7%）に
なります。このようにみてくると、長時間労働を是正する
ために「過小な工数」や「短すぎるプロジェクト期間」
の問題を解決する余地はかなりあるといえます。
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図表（a）「担当プロジェクトは
「過小な工数」であるか（％）

図表（b）「過小な工数」と労働時間

● PMO（Project Management Office）体制を整備し、一定規模以上のプロジェクトについて、「プロジェ
クト報告書」に基づき発注からリリースまでの進捗状況を監視・監督します。プロジェクトの状況は、
進捗・予実・コスト等について定量的な基準値に基づき青信号、黄信号、赤信号（信号機と総称）による
アラートを出す仕組みを作っています。アラートが出たプロジェクトは、PMOと部門が協力し、人員
増強、顧客との折衝などの対応策をとっています。―（株）アイネット
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❶ 適材適所の配置を行うには、まずは、プロジェクトマネージャがメンバーのスキルを正確に
把握しておくことが必要です。それとともに、会社としても社員のスキルを評価し、その結果
を共有化する「スキルの見える化」の仕組みを整備することが重要です。

❷ 社内に適材がいなければパートナー等の他社と相談することも必要です。その際、他社の
メンバーに対してもプロジェクト遂行に必要な教育を実施することが重要です。

❸ 会社はITエンジニアをコミュニケーション能力が高く、顧客を超える専門性を有する人材に
育成するとの方針を明確にし、その実現のための施策に取り組むことが求められます。その
ためには教育訓練体制を整備することが必要ですが、それとともに、先輩社員が新人社員
の相談にのるメンター制度も有効です。
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プロジェクトマネージャ（PM）に聞いた担当プロジェクトの現状と長時間労働の発生

長期プロジェクトで起こる適正配置の歪み

開発作業に着手する前に、十分な工数をかけて
要求を分析・評価し、要件定義を明確にすべし 6 顧客を超える専門性を目指すべし

データでみる

プロジェクトを遂行するにあたっては、人員が質量
とも適正に配置される必要があります。この現状を
みると、図表のように、4割ほどのプロジェクトマネー
ジャ（PM）が質量ともに人員が不十分としています。
すなわち「当てはまる」＋「どちらかといえば当てはま
る」の構成比をみると、「社内の人員が十分に投入
されないこと」が38.5%、「メンバーの能力や経験
が不足している」が38.9%です。さらに、これらのこと
が長時間労働につながるとしたPMは7～8割に達し
ています。〈図表（a）（b）〉。

以上のこととともに重要なことは、これらの問題が
1年以上の長期プロジェクトでとくに深刻になっている
ことです。プロジェクト期間が長くなると、事前に予想
していなかった事態が起こるリスクが大きくなり、その
都度、人材配置の見直しが行わる必要があります。
長期プロジェクトで人員配置の問題が深刻になるの
は、人材配置の見直しが適切に行われていないこと
に原因があると考えられます。長時間労働を回避する
には、この面からの対策も求められます。

　　ヒントとなる取組事例
● プロジェクトマネージャ、プロジェクトリーダーは、各メンバーのスキルセットを正しく理解し、仕事配分

しています。これによって、負荷の偏りを防止しています。― B社
● 派遣契約からSES（System Engineering Service）契約への移行により、一括でプロジェクト管理が

でき、他社メンバーの教育と管理を行うことで時間外労働削減を実現できました。
―ユース・情報システム開発（株）

● プロジェクトマネージャの育成については、もとの親会社（エンジニアリング会社）のノウハウを継承し
つつ、現在の親会社（SIer）の人材育成制度の活用に着手しました。プロジェクト全体を見渡し様々な
シナリオを構築できる力が重要だと思います。また、メンバーだけでなくSA（システムアナリスト）や
AE（アプリケーションエンジニア）、SWE（ソフトウェアエンジニア）などエンジニアの育成も不可欠だと
思います。しかし、近年はOJTで習得させる手ごろなサイズのプロジェクトが少なくなっており、実践を
とおして段階的なスキルアップを実現することが難しくなってきています。― C社
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32.0 8.2 30.7 39.8 21.2
54.5 3.0 27.3 33.3 36.4

20.0 34.3 38.6 5.7 27.1 41.4 25.7
37.0 23.3 24.7 13.7 28.8 42.5 15.1
21.6 33.3 19.6 5.9 41.2 39.2 13.7

● 「キーマンを排除しよう」というメッセージのもと、全員が学ぶことで知識が特定の人に偏ることがない
よう工夫しています。誰かが離脱しても他のメンバーに仕事を割り振ってリカバリーすることが可能と
なり、長時間労働抑制につながっています。―（株）SRA

● 顧客を超える専門性の獲得を目指し、個々のエンジニアのスキル向上とコミュニケーション能力向上に
注力しています。また、新入社員1人に2～3年上の別のメンバーである先輩社員1名を担当させ、仕事上の
相談などにのるブラザー（メンター）制度を整えています。―ユークエスト（株）

　　背　景
　メンバーの能力や経験が不足していることは、作業の遅れやトラブルの発生をうみ長時間労働の原因と
なります（コラム データでみる を参照）。プロジェクトを成功に導くには、必要な知識・スキル・経験を
もった人材を適材適所に配置することが重要です。しかし、要員不足が常態化し、上手くいかないことも
あります。その様な時、安易に空いている人材をアサインすれば、それがプロジェクトのリスクになります。

　　解決策
　メンバーの配置については適材適所を心掛ける。プロジェクト管理の基本中の基本ですが、それを実現
することは易しいことではありません。各社はいろいろと工夫をしています。以下は、適材適所の配置を行
うための有効な施策です。人材育成は効果が出るまで時間がかかる場合もありますが、長期的な視点で人
材戦略を行うことがポイントです。

出典：「IT人材の長時間労働削減に向けた実態調査」アンケート結果より
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プロジェクトマネージャ（PM）に聞いた担当プロジェクトの現状と長時間労働の発生

長期プロジェクトで起こる適正配置の歪み データでみる

プロジェクトを遂行するにあたっては、人員が質量
とも適正に配置される必要があります。この現状をみる
と、図表のように、4割ほどのプロジェクトマネージャ
（PM）が質量ともに人員が不十分としています。すな
わち「当てはまる」＋「どちらかといえば当てはまる」の
構成比をみると、「社内の人員が十分に投入されない
こと」が38.5%、「メンバーの能力や経験が不足して
いる」が38.9%です。さらに、これらのことが長時間
労働につながるとしたPMは7～8割に達しています。

以上のこととともに重要なことは、これらの問題が
1年以上の長期プロジェクトでとくに深刻になっている
ことです。プロジェクト期間が長くなると、事前に予想
していなかった事態が起こるリスクが大きくなり、その
都度、人材配置の見直しが行わる必要があります。
長期プロジェクトで人員配置の問題が深刻になるのは、
人材配置の見直しが適切に行われていないことに
原因があると考えられます。長時間労働を回避するに
は、この面からの対策も求められます。
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出典：「IT人材の長時間労働削減に向けた実態調査」アンケート結果より
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❶ 適材適所の配置を行うには、まずは、プロジェクトマネージャがメンバーのスキルを正確に
把握しておくことが必要です。それとともに、会社としても社員のスキルを評価し、その結果
を共有化する「スキルの見える化」の仕組みを整備することが重要です。

❷ 社内に適材がいなければパートナー等の他社と相談することも必要です。その際、他社の
メンバーに対してもプロジェクト遂行に必要な教育を実施することが重要です。

❸ 会社はITエンジニアをコミュニケーション能力が高く、顧客を超える専門性を有する人材に
育成するとの方針を明確にし、その実現のための施策に取り組むことが求められます。その
ためには教育訓練体制を整備することが必要ですが、それとともに、先輩社員が新人社員
の相談にのるメンター制度も有効です。
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プロジェクトマネージャ（PM）に聞いた担当プロジェクトの現状と長時間労働の発生

長期プロジェクトで起こる適正配置の歪み

開発作業に着手する前に、十分な工数をかけて
要求を分析・評価し、要件定義を明確にすべし 6 顧客を超える専門性を目指すべし

データでみる

　プロジェクトを遂行するにあたっては、人員が質量
とも適正に配置される必要があります。この現状を
みると、図表のように、4割ほどのプロジェクトマネー
ジャ（PM）が質量ともに人員が不十分としています。
すなわち「当てはまる」＋「どちらかといえば当てはま
る」の構成比をみると、「社内の人員が十分に投入
されないこと」が38.5%、「メンバーの能力や経験
が不足している」が38.9%です。さらに、これらのこと
が長時間労働につながるとしたPMは7～8割に達し
ています。〈図表（a）（b）〉。

　以上のこととともに重要なことは、これらの問題が
1年以上の長期プロジェクトでとくに深刻になっている
ことです。プロジェクト期間が長くなると、事前に予想
していなかった事態が起こるリスクが大きくなり、その
都度、人材配置の見直しが行わる必要があります。
長期プロジェクトで人員配置の問題が深刻になるの
は、人材配置の見直しが適切に行われていないこと
に原因があると考えられます。長時間労働を回避する
には、この面からの対策も求められます。

ヒントとなる取組事例
● プロジェクトマネージャ、プロジェクトリーダーは、各メンバーのスキルセットを正しく理解し、仕事配分

しています。これによって、負荷の偏りを防止しています。― B社
● 派遣契約からSES（System Engineering Service）契約への移行により、一括でプロジェクト管理が

でき、他社メンバーの教育と管理を行うことで時間外労働削減を実現できました。
 ―ユース・情報システム開発（株）
● プロジェクトマネージャの育成については、もとの親会社（エンジニアリング会社）のノウハウを継承し

つつ、現在の親会社（SIer）の人材育成制度の活用に着手しました。プロジェクト全体を見渡し様々な
シナリオを構築できる力が重要だと思います。また、メンバーだけでなくSA（システムアナリスト）や
AE（アプリケーションエンジニア）、SWE（ソフトウェアエンジニア）などエンジニアの育成も不可欠だと
思います。しかし、近年はOJTで習得させる手ごろなサイズのプロジェクトが少なくなっており、実践を
とおして段階的なスキルアップを実現することが難しくなってきています。― C社
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37.0 23.3 24.7 13.7 28.8 42.5 15.1
21.6 33.3 19.6 5.9 41.2 39.2 13.7

● 「キーマンを排除しよう」というメッセージのもと、全員が学ぶことで知識が特定の人に偏ることがない
よう工夫しています。誰かが離脱しても他のメンバーに仕事を割り振ってリカバリーすることが可能と
なり、長時間労働抑制につながっています。―（株）SRA

● 顧客を超える専門性の獲得を目指し、個々のエンジニアのスキル向上とコミュニケーション能力向上に
注力しています。また、新入社員1人に2～3年上の別のメンバーである先輩社員1名を担当させ、仕事上の
相談などにのるブラザー（メンター）制度を整えています。―ユークエスト（株）

背　景
メンバーの能力や経験が不足していることは、作業の遅れやトラブルの発生をうみ長時間労働の原因と

なります（コラム データでみる を参照）。プロジェクトを成功に導くには、必要な知識・スキル・経験を
もった人材を適材適所に配置することが重要です。しかし、要員不足が常態化し、上手くいかないことも
あります。その様な時、安易に空いている人材をアサインすれば、それがプロジェクトのリスクになります。

解決策
メンバーの配置については適材適所を心掛ける。プロジェクト管理の基本中の基本ですが、それを実現

することは易しいことではありません。各社はいろいろと工夫をしています。以下は、適材適所の配置を行
うための有効な施策です。人材育成は効果が出るまで時間がかかる場合もありますが、長期的な視点で人
材戦略を行うことがポイントです。

出典：「IT人材の長時間労働削減に向けた実態調査」アンケート結果より
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プロジェクトマネージャ（PM）に聞いた担当プロジェクトの現状と長時間労働の発生

長期プロジェクトで起こる適正配置の歪み データでみる

プロジェクトを遂行するにあたっては、人員が質量
とも適正に配置される必要があります。この現状をみる
と、図表のように、4割ほどのプロジェクトマネージャ
（PM）が質量ともに人員が不十分としています。すな
わち「当てはまる」＋「どちらかといえば当てはまる」の
構成比をみると、「社内の人員が十分に投入されない
こと」が38.5%、「メンバーの能力や経験が不足して
いる」が38.9%です。さらに、これらのことが長時間
労働につながるとしたPMは7～8割に達しています。

以上のこととともに重要なことは、これらの問題が
1年以上の長期プロジェクトでとくに深刻になっている
ことです。プロジェクト期間が長くなると、事前に予想
していなかった事態が起こるリスクが大きくなり、その
都度、人材配置の見直しが行わる必要があります。
長期プロジェクトで人員配置の問題が深刻になるのは、
人材配置の見直しが適切に行われていないことに
原因があると考えられます。長時間労働を回避するに
は、この面からの対策も求められます。
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出典：「IT人材の長時間労働削減に向けた実態調査」アンケート結果より
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　　背　景
　顧客のシステムに対する要求が高度化し、AIやIoTなどの最新ITに対応する案件が増え、顧客の情報
システム部門の役割や体制が変わりつつある等から、発注者側は要件を明確に定義することが難しい
状況になっています。
　そのため発注者がプロジェクトの途中で、受注したIT企業に仕様変更を求めることが多くなっています。
これに対して受注者が「いったん決めた仕様は変えません」ということでは、顧客の求める機能要件を
満たすことができません。しかし他方では、発注者からの変更依頼を何でも聞いていては、工数が膨らみ
プロジェクトの運営が困難になるうえに、長時間労働の発生リスクも大きくなります。
　IT企業はつねに仕様変更への対応策を考えておく必要があります。

　　解決策
　この問題に対応するには、仕様変更のルールや対応方法について、事前に発注者と協議し合意しておく
ことが必要です。具体的には、つぎの対応が有効です。

❶ 仕様変更はあるものとして、それを前提とした開発体制やアジャイル等の手法を予め準備
します。

❷ 仕様変更のルールを決める際にポイントになることは、協議し合意したことを記録に残す
こと、合意されたルールを実行できる仕組みを整えること、仕様の変更内容を発注者・受注
者双方で確認するプロセスを明確にすること、仕様変更に伴う費用を見積もること、仕様
変更の理由と責任を明確化することなどです。

❸ 発注者による仕様変更の要求が、国の定める「情報サービス・ソフトウェア産業における

下請適正取引等の推進のためのガイドライン（平成29年3月改訂）」の親事業者の禁止

事項（不当な給付内容の変更及びやり直しの禁止）にあたることがあります。このような

場合には、親事業者・下請事業者の間で十分な協議を行う必要があります。

2
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仕様変更の依頼がある問題

勘所

2

仕様変更は予めルールや対応方法を決めるか、
変更を前提とした開発体制・手法を採用すべし7顧客を超える専門性の獲得を目指すべし

　　ヒントとなる取組事例
● 仕様変更には、合意したスコープに基づき、スコープ外の変更には見積もりの見直しを行っています。
―三菱ケミカルシステム（株）

● プロジェクトのスタートにあたっては、変更管理について取り決め、負荷を高めないようにという、発注
側の理解がありました。変更管理は重要であり、契約時点で、変更管理を含めて契約を結ぶようにして
います。―（株）KIS

● PMO部に法務担当チームを設置し、モデル契約書（受注用、外注用）を作成して契約・提案時には
モデルプラン通りに進めるよう、営業およびプロジェクトマネージャ向けの法務知識習得の社員研修
を実施しています。―スミセイ情報システム（株）

Column

「仕様変更」と労働時間の関係

長時間労働を生む仕様変更 データでみる

プロジェクトの途中での仕様変更は長時間労働を
生む最大の原因の一つで、図表（a）のとおり約8割の
プロジェクトマネージャ（PM）が、仕様変更が長時間
労働につながる（「つながると思う」＋「どちらかといえ
ばつながると思う」）と考えています。また、仕様変更
のあるプロジェクトであるか否かによって実際の労働
時間はかなり異なります。図表（c）に示したように該当
するプロジェクトは、該当しないプロジェクトに比べて、

1日平均労働時間で25～40分、1日の最長労働時間
で100分前後長くなっています。
しかも図表（b）をみると、仕様変更について該当

する（「当てはまる」＋「どちらかといえば当てはまる」）
プロジェクトを担当しているPMは約半数にのぼり
ます。仕様変更に的確に対応することは、長時間労働
を改善するうえで極めて重要なことです。

当てはまらないどちらかというと
当てはまらない

どちらかというと
当てはまる

17.3 35.1 29.4 18.2

当てはまる

PM メンバー PM メンバー
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背　景
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❶ まずはプロジェクト開始前に、予想されるリスクと対応を時間をかけて慎重に検証します。

❷ 開発段階では、テスト・検証に十分な時間をかけ、後工程で品質等のトラブルが起きない
ようにします。

❸ 以上の個別的な対応に加えて、トラブルを未然に防ぐための基盤を作っておきます。一般
財団法人日本科学技術連盟のHPによると、トラブルの未然防止には情報の収集・活用、
論理的指向、組織・風土づくりが重要であるとされています。
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品質とセキュリティ等のトラブル発生問題

勘所

2Column

品質等のトラブルと労働時間の関係

品質等のトラブルと労働時間

設計の検証と開発でのテストに工数をかけ、
品質のトラブルに起因する手戻りを無くすべし8見積もりは工数をかけて精度を高めるべし

データでみる

品質等のトラブルに関連してまず問題になることは、
完成時にそれがどの程度起こるかです。図表（b）を
みると「カットオーバーの際に品質やセキュリティ等の
トラブルが発生すること」に該当する（「当てはまる」＋
「どちらかといえば当てはまる」）プロジェクトを担当して
いるプロジェクトマネージャ（PM）は2割（19.9%）です。
この品質等のトラブルは仕様変更等の長時間労働

を生む他の主要な問題に比べると起こる頻度は少ない
といえますが、長時間労働を生む原因としては大変
重要です。図表（a）をみると、「カットオーバーの際に
品質やセキュリティ等のトラブルが発生すること」が

長時間労働につながる（「つながると思う」＋「どちら
かといえばつながると思う」）としたPMは約7割
（71.0%）に上ります。
また「カットオーバーの際に品質やセキュリティ等の

トラブルが発生すること」に該当するプロジェクトである
か否かによって実際の労働時間はかなり異なります。
図表（c）に示したように、それに該当するプロジェクト
は該当しないプロジェクトに比べて、1日の平均労働
時間、1日の最長労働時間がともに長くなっています。
とくにその傾向はPMで顕著にみられます。

　　ヒントとなる取組事例
● プロジェクトに関わるリスクを「リスク管理台帳」としてまとめ、予想すべきリスクの分析と対応策を

顧客と一緒に共有しました。特にプロジェクト開始以前に、予想されるリスクについて顧客と「握る」
ことにより、予定外の作業を出さないことが肝要です。―SCSK（株）

● 単体テスト、結合テストの検証に時間を多く費やし、品質向上を図り、後工程で障害発生などによる
品質低下を抑止し、手戻りを極力抑えました。その結果、全体の業務負荷を1～2割程度削減すること
に成功しました。―（株）熊本計算センター

つながらないと
思う

33.3 37.7 13.4 15.6

PM メンバー PM メンバー

該当しない

労働時間の差

該当する 577.7 542.7 895.9 854.1

536.3 530.8 747.7 732.9

41.4 11.9 148.2 121.2

1日の平均労働時間（分） 1日の最長労働時間（分）

（注） 「該当する」は（b）の担当プロジェクトで「カットオーバーの際に品質やセキュリティ等のトラブルが発生すること」が「当
てはまる」と「どちらかといえば当てはまる」、「該当しない」は「どちらかといえば当てはまらない」と「当てはまらない」に
対応する

　　背　景
　完成後に品質やセキュリティ等に関わるトラブルが発生すると、その対応のために手戻りの仕事が発生
するため、長時間労働の発生リスクは高まります。とくに発注者との間でトラブルの対応策や解決案につい
て合意が遅れると、プロジェクトとくにプロジェクトマネージャにかかる負荷は大きくなります（コラム
 データでみる　を参照）。
　いま、ソフトウェアの脆弱性の問題がとくに注目されています。プログラムの不具合や設計上のミスが
原因で発生する情報セキュリティ上の欠陥（セキュリティホール）を放置すると、ハッキングに利用されたり、
ウイルスに感染したりする危険性が大きくなります。さらにIoTが進展すると、いたるところにセキュリティ
ホールが発生する可能性さえあります。
　このことは、これまで以上に品質やセキュリティ等に関わるトラブルが起きた時の問題が重要になって
いること、品質上のトラブルへの対応をしっかり行うことの必要性を示しています。しかし、それには工数
がかかり、対応次第では長時間労働につながりかねません。何にも増してトラブルを起こさないことが
重要なのです。

　　解決策
　完成後に品質やセキュリティ等に関わるトラブルが発生すると、解決・収拾までに多くの時間とコストが
掛かり、長時間労働を生むことになります。そのためトラブルを未然に防止する体制を整備することがこの
問題に対応する基本になります。以下はそのための勘所です。

図表（a）「カットオーバーの際に品質やセキュ
リティトラブルが発生すること」が
長時間労働につながると思うか（％）
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出典：「IT人材の長時間労働削減に向けた実態調査」アンケート結果より
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図表（b）担当プロジェクトで「カットオー
バーの際に品質やセキュリティ等
のトラブルが発生すること」

図表（c）「カットオーバーの際に品質やセキュ
リティトラブルが発生する」か否か
と労働時間
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（注）「該当する」は「カットオーバー等に品質やセキュリティ等のトラブルが発生すること」が「当てはまる」と「どちらかといえ
ば当てはまる」、「該当しない」は「どちらかといえば当てはまらない」と「当てはまらない」に対応する

図表（b）品質等のトラブルがあるか否かと
労働時間

図表（a）「カットオーバー等に品質やセキュ
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と」の長時間労働への影響（％）
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出典：「IT人材の長時間労働削減に向けた実態調査」アンケート結果より

図表（b）担当プロジェクトで「カットオー
バーの際に品質やセキュリティ等
のトラブルが発生すること」

図表（c）「カットオーバーの際に品質やセキュ
リティトラブルが発生する」か否か
と労働時間



❶ 第一ステップ― 先ずは状況を把握し、どの程度の追加工数、追加コストが発生するか
を明確にし、それを発注者等関係者と共有します。

❷ 第二ステップ―その責任の所在を明確にしたうえで、誰がコストを負担するかを決め、
実施の可否を判断します。発注者に責任がある仕様変更等の場合には、見積もりをやり
直し、追加コストを提示したうえで、発注者に実施の可否を判断してもらいます。

❸ 第三ステップ― 追加工数の投入が決まった場合には、組織的な応援体制を整え必要な
要員を確保します。

2

25 26

追加工数に人員が十分に投入されないこと問題

勘所

2Column

過小工数と労働時間の関係

追加工数の発生と労働時間

設計の検証と開発でのテストに工数をかけ、
品質のトラブルに起因する手戻りを無くすべし 9 追加工数の責任を明確にし、必要人員のコストを確保すべし

データでみる

見積もり段階で過小工数の見積もりであったことに
該当する（「当てはまる」＋「どちらかといえば当て
はまる」）プロジェクトを担当しているマネージャ
（PM）は26.4%と少なくありません。しかも、図表（a）
に示したように、それが長時間労働につながる（「つな
がると思う」＋「どちらかといえばつながると思う」）と
考えているPMは約7割（71.4%）にも達します。

また、過小工数（見積もり）であるか否かによって
実際の労働時間はかなり異なります。図表（c）に
示したように、過小工数（見積もり）に該当するプロ
ジェクトは該当しないプロジェクトに比べて、1日の平均
労働時間で約30~40分、1日の最長労働時間で170
分前後長くなっています。

　　ヒントとなる取組事例
● 仕様変更等により工数が増える場合には再見積もりによりコスト増になることを示し、発注者に実施の

有無を判断してもらいます。―（株）メタテクノ
● 自社の強みから顧客と対等の立場に立ち、追加工数に対する責任を契約で明確化しています。発注側

の事情によるトラブルが発生した場合には、交渉により顧客負担で人員を増加して対応しました。
―ユークエスト（株）

● 26団体が利用する自治体向けクラウドサービス（幼稚園・保育所管理サービス）について、育児・保育
に関する法令改定に際して、事前に情報をキャッチし、自治体に改訂ポイント等について先行的に伝え
ることにより、顧客側に予算措置を促し、業務の負荷分散を実現しました。―（株）HDC

● SESへの移行に伴い、顧客の意識の変化もみられ、派遣の際に見られる指揮命令のような目線から、
顧客と同社が共にプロジェクトを進める感覚（対等の立場）が高まり、作業負荷について要員の追加
を提案できるようになりました。―ユース・情報システム開発（株）
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該当する

1日の平均労働時間（分） 1日の最長労働時間（分）

（注） 「該当する」は（b）の「過小工数」が「当てはまる」と「どちらかといえば当てはまる」、「該当しない」は「どちらかといえば
当てはまらない」と「当てはまらない」に対応する

出典：「IT人材の長時間労働削減に向けた実態調査」アンケート結果より

図表（a）「過小な工数」が長時間労働につ
ながると思うか（％）

　　背　景
　プロジェクトの途中で追加工数が発生し、それに十分な人員が投入されないと長時間労働を生むこと
になります。
　追加工数が発生する原因は多様です。発注者側の主な原因には、曖昧な仕様による要件定義の見直
し、プロジェクトの途中での仕様変更等があります。受注者側については、受注段階で工数を過小に見積
もる、開発段階で仕様を超える過剰品質をつくりこむ等が主な原因です。
　いったん追加工数が発生すると品質とともに開発スケジュールに影響し、対応次第では長時間労働の
発生リスクが高まります。とくにプロジェクトマネージャは、経営や関連部署への状況報告、顧客やパート
ナー企業との調整等、大きな負荷が掛かることになります（コラム　データでみる　を参照）。

　　解決策
　追加工数が発生した場合には、長時間労働が起こらないように的確な対応が必要です。そのためには
以下の3つのステップを踏むことが有効です。

つながらないと
思うつながると思う どちらかというと

つながると思う

どちらかといえば
つながらないと

思う

575.7 558.4 898.4 883.5

533.3 524.1 733.7 711.7

42.4 34.3 164.7 171.8

図表（c）「過小工数（見積もり）」か否かと
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プロセス改善活動

プロダクト改善活動

現場力強化活動

全社的な組織活動

独自の標準プロセス

全社共通の環境
プロセス改善活動

プロダクト改善活動

現場力強化活動

全社的な組織活動

独自の標準プロセス

全社共通の環境

❶ システム管理ツールを活用して、プロジェクトの進捗状況を定量的に計測し管理します（定量
的アプローチ）。

❷ プロジェクト内でのコミュニケーションを活発に行い、進捗状況の共有化をはかります（定性
的アプローチ）。

❸ そのためには、プロジェクトマネージャがメンバーと直接コミュニケーションをはかる、プロ
ジェクト内に話し合いがしやすい環境を作りメンバー間のミュニケーションの活発化をはかる
ことが重要です。

❹ あるいはビジネスチャット等のツールを利用することも有効です。

2

27 28

 開発状況の把握と共有化ができていない問題

勘所

2

管理ツールを駆使し、コミュニケーションを密にすることで、
仕事の状況を見える化・共有化すべし10見積もりは工数をかけて精度を高めるべし

　　ヒントとなる取組事例
● 各プロジェクトの進捗状況はシステム管理ツールにより部門内で共有しています。プロジェクト遂行時

には、プロジェクト内の連携を目指し、話しやすい環境をつくり、コミュニケーションにより小さな変化
も見逃さないように心掛けています。―（株）メタテクノ

● 半導体の案件では、発注者からの急な仕様変更がスケジュール通りの進捗に対してリスクとなっ
ていました。仕様変更が発生した場合、マネージャが変更内容や作業量を見積もり、必要に応じて
発注者との納期調整を実施しています。―TDI プロダクトソリューション（株）

　　背　景
　プロジェクトのなかで何が起きているのかを把握出来ていないと、長時間労働の発生リスクは大きく
なります。そのためプロジェクトの「見える化」を進めることは、プロジェクトの効率的な運営とともに長
時間労働の改善をはかるための大きなテーマです。
　プロジェクトマネージャは、プロジェクトの目的・スコープに従い成果物を定義し、WBS（Work Break-
down Structure）により細分化した仕事をメンバーに割り振り、開発業務を進めます。その際にプロジェ
クトマネージャがメンバーと十分なコミュニケーションをはかり進捗等の状況を適確に把握しないと、仕事
の進行が個人任せとなり、誰が何をやっているかが分からないプロジェクトの「ブラックボックス化」が
進みます。
　担当業務（タスク）に求められるスキルを十分に持っていないメンバーをカバーする等の理由から特定メ
ンバーに仕事が偏り長時間労働が発生しても、プロジェクトが「ブラックボックス化」しているとプロジェク
トマネージャはそれを把握できない、という状況が生まれます。

　　解決策
　プロジェクトの「見える化」には、定性的アプローチ、定量的アプローチ、統合的アプローチがあり、
具体的には、つぎの対応が有効です。

● オープンソースのプロジェクト管理ツール及び作業時間管理を活用することにより、仕事の見える化
（誰が、いつまでに、何をやるのか、現在どのくらい進んでいるのかを記録）を進め、プロジェクトの作業
効率を大幅に改善しました。プロジェクトのメンバーは自らのタスク（チケット）についていつまでに何を
やるかを確認し、プロジェクト全員でお互いのタスクと状況を把握しています。予定外の業務やトラブル
対応についてもプロジェクト内で共有し、メンバーが自らから「これは私がやります」、「これは私が出来
ます」と手を挙げてもらい、配分しています（チケットかんばん方式）。―（株）KIS

● ビジネスチャットにより、朝会・夕会を最小限に抑え、ミーティングの回数を減らしています。チャット
上にはログが残るため、議事録作成の作業負荷が軽減されています。―（株）KIS

● チーム内でSNSやビジネスチャットで情報連携しています。ビジネスチャットは、そのまま日報やミー
ティング（全体会議）における議事録として活用しています。

 ―ユース・情報システム開発（株）

● 自社開発のプロジェクト管理ツールにより、どんな不具合がどこで、どうして発生したかを適切に把握
することができます。また、レビューポイントをチェック項目として共有化してプロセス管理を徹底して
います。―SCSK（株）

＊参考：http://redmine.jp/overview/より
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クトマネージャがメンバーと十分なコミュニケーションをはかり進捗等の状況を適確に把握しないと、仕事
の進行が個人任せとなり、誰が何をやっているかが分からないプロジェクトの「ブラックボックス化」が
進みます。

担当業務（タスク）に求められるスキルを十分に持っていないメンバーをカバーする等の理由から特定
メンバーに仕事が偏り長時間労働が発生しても、プロジェクトが「ブラックボックス化」しているとプロジェ
クトマネージャはそれを把握できない、という状況が生まれます。

解決策
プロジェクトの「見える化」には、定性的アプローチ、定量的アプローチ、統合的アプローチがあり、

具体的には、つぎの対応が有効です。

● オープンソースのプロジェクト管理ツール及び作業時間管理を活用することにより、仕事の見える化
（誰が、いつまでに、何をやるのか、現在どのくらい進んでいるのかを記録）を進め、プロジェクトの作業
効率を大幅に改善しました。プロジェクトのメンバーは自らのタスク（チケット）についていつまでに何を
やるかを確認し、プロジェクト全員でお互いのタスクと状況を把握しています。予定外の業務やトラブル
対応についてもプロジェクト内で共有し、メンバーが自らから「これは私がやります」、「これは私が出来
ます」と手を挙げてもらい、配分しています（チケットかんばん方式）。―（株）KIS

● ビジネスチャットにより、朝会・夕会を最小限に抑え、ミーティングの回数を減らしています。チャット
上にはログが残るため、議事録作成の作業負荷が軽減されています。―（株）KIS

● チーム内でSNSやビジネスチャットで情報連携しています。ビジネスチャットは、そのまま日報やミー
ティング（全体会議）における議事録として活用しています。
―ユース・情報システム開発（株）

● 自社開発のプロジェクト管理ツールにより、どんな不具合がどこで、どうして発生したかを適切に把握
することができます。また、レビューポイントをチェック項目として共有化してプロセス管理を徹底して
います。―SCSK（株）

＊参考：http://redmine.jp/overview/より
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　　背　景
　納入時の検収では、顧客は納入されたソフトウェアが要求仕様に合っているかを検査し、合否の判断をし
ます。検収に合格すると一定の期日以内に発注者から受注者に費用が支払われてプロジェクトが完了します。
　しかし、納品物と仕様の間に不具合があれば、どこに原因があるのかを調査し、受注者側にその責任が
ある場合には、不具合を修正する手戻り作業が受注者の費用負担によって行われることになります。
　また、検収要件が明確にされていなかったために、不具合が発生することもあります。この場合には、
仕様変更が発生し、検収とともに開発にも予定外の作業が発生することになります。
　いずれの場合にも、予定外の作業が発生することになるので、長時間労働が発生する大きなリスクと
なります（コラム　データでみる　を参照）。

　　解決策
　こうした検収段階での納品物と仕様の間の不具合を避けるには、つぎのような対応策が有効です。

❶ 事前に要求仕様に基づき検収要件を洗い出し、チェック項目を明確にします。さらにチェック
項目は発注者側とともにレビューし確認します。

❷ 要求仕様からプロトタイプを作成し、事前にチェック項目を発注者とともに決めておきます。

❸ 以上の作業は開発工程の早い段階から始め、その都度関係者と確認します。こうしたことが
手戻りや予定外の作業の発生を防ぐことになります。

❹ 以上のプロジェクトでの取り組みに加えて、検収要件をチェックリスト化し、社内で共有する
等の社内体制の整備を進めます。

❺ 検収項目やテストレビューなどのセルフチェックについては、一般社団法人コンピュータソフト
ウェア協会がまとめた「検収計画書（情報システム検収テンプレート）」が参考になります。
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検収要件が明確にされない問題

勘所

2

検収要件に一致するよう、
仕様に基づきレビュー・試験項目を早期に洗い出すべし11顧客を超える専門性の獲得を目指すべし

　　ヒントとなる取組事例
● 要求仕様からプロトタイプを作成し、そこから試験仕様書における具体的な項目を確定させ、発注者に

もレビューに参画してもらい、仕様と検収要件を一致させることで手戻り作業の発生を防ぎました。
―ユークエスト（株）

● プロジェクトマネージャが以前に関わったプロジェクトでの反省をもとに、検収要件をチェックリスト化
して、社内の関連する部署で共有し、リーダーやメンバーの使い勝手がいいものにしました。
―（株）熊本計算センター

Column

「不明確な検収要件」のプロジェクト

「不明確な検収要件」と労働時間 データでみる

「不明確な検収要件」が長時間労働につながると
考えているプロジェクトマネージャ（PM）は約8割
（「つながると思う」＋「どちらかといえばつながると
思う」が77.9%）に上ります。「不明確な検収要件」が
長時間労働につながることは広く認識されていると
いえます。
しかし、担当しているプロジェクトが「不明確な検収

要件」に該当する（「当てはまる」＋「どちらかといえば
当てはまる」）としたPMは図表に示しているように1割
強（12.1%）と多くありません。このようにみてくると
「不明確な検収要件」については対応がかなり進んで
いるといえますが、その対応が十分でない場合には長
時間労働につながることが多いと考えられます。
そうしたなかにあって「不明確な検収要件」が多い

分野があります。プロジェクト分野ではデジタルビジ
ネス系、大元の発注者の業種では情報サービス業が

それに当たります。どのような場合に「不明確な検収
要件」が発生するかを明確にし、それに合わせて対応
策を考えることが求められます。

9.5%

32.9%

どちらかといえば
当てはまらない

当てはまる 2.6%

当てはまらない
55%

どちらかといえば
当てはまる

出典：「IT人材の長時間労働削減に向けた実態調査」アンケート結果より
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不明確な検収要件と労働時間の関係

55.0 22.9 10.4 11.7

「不明確な検収要件」が長時間労働に
つながると思うか（％） つながらないと

思うつながると思う どちらかというと
つながると思う

どちらかといえば
つながらないと

思う

当てはまらないどちらかというと
当てはまらない

どちらかというと
当てはまる

2.6

12.1 00.0

9.5 32.9 55.0

当てはまる図表（b）「不明確な検収要件」の 
長時間労働への影響（％）



背　景
納入時の検収では、顧客は納入されたソフトウェアが要求仕様に合っているかを検査し、合否の判断をし

ます。検収に合格すると一定の期日以内に発注者から受注者に費用が支払われてプロジェクトが完了します。
しかし、納品物と仕様の間に不具合があれば、どこに原因があるのかを調査し、受注者側にその責任が

ある場合には、不具合を修正する手戻り作業が受注者の費用負担によって行われることになります。
また、検収要件が明確にされていなかったために、不具合が発生することもあります。この場合には、

仕様変更が発生し、検収にとともに開発にも予定外の作業が発生することになります。
いずれの場合にも、予定外の作業が発生することになるので、長時間労働が発生する大きなリスクと

なります（コラム データでみる　を参照）。

解決策
こうした検収段階での納品物と仕様の間の不具合を避けるには、つぎのような対応策が有効です。

❶ 事前に要求仕様に基づき検収要件を洗い出し、チェック項目を明確にします。さらにチェック
項目は発注者側とともにレビューし確認します。

❷ 要求仕様からプロトタイプを作成し、事前にチェック項目を発注者とともに決めておきます。

❸ 以上の作業は開発工程の早い段階から始め、その都度関係者と確認します。こうしたことが
手戻りや予定外の作業の発生を防ぐことになります。

❹ 以上のプロジェクトでの取り組みに加えて、検収要件をチェックリスト化し、社内で共有する
等の社内体制の整備を進めます。

❺ 検収項目やテストレビューなどのセルフチェックについては、一般社団法人コンピュータソフト
ウェア協会がまとめた「検収計画書（情報システム検収テンプレート）」が参考になります。

2

29 30

検収要件が明確にされない問題
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2

検収要件に一致するよう、
仕様に基づきレビュー・試験項目を早期に洗い出すべし11顧客を超える専門性の獲得を目指すべし

ヒントとなる取組事例
● 要求仕様からプロトタイプを作成し、そこから試験仕様書における具体的な項目を確定させ、発注者に

もレビューに参画してもらい、仕様と検収要件を一致させることで手戻り作業の発生を防ぎました。
―ユークエスト（株）

● プロジェクトマネージャが以前に関わったプロジェクトでの反省をもとに、検収要件をチェックリスト化
して、社内の関連する部署で共有し、リーダーやメンバーの使い勝手がいいものにしました。

 ―（株）熊本計算センター

Column

「不明確な検収要件」のプロジェクト

「不明確な検収要件」と労働時間 データでみる

　「不明確な検収要件」が長時間労働につながると
考えているプロジェクトマネージャ（PM）は約8割
（「つながると思う」＋「どちらかといえばつながると
思う」が77.9%）に上ります。「不明確な検収要件」が
長時間労働につながることは広く認識されていると
いえます。
　しかし、担当しているプロジェクトが「不明確な検収
要件」に該当する（「当てはまる」＋「どちらかといえば
当てはまる」）としたPMは図表に示しているように1割
強（12.1%）と多くありません。このようにみてくると
「不明確な検収要件」については対応がかなり進んで
いるといえますが、その対応が十分でない場合には長
時間労働につながることが多いと考えられます。
　そうしたなかにあって「不明確な検収要件」が多い
分野があります。プロジェクト分野ではデジタルビジ
ネス系、大元の発注者の業種では情報サービス業が

それに当たります。どのような場合に「不明確な検収
要件」が発生するかを明確にし、それに合わせて対応
策を考えることが求められます。

9.5%

32.9%

どちらかといえば
当てはまらない

当てはまる 2.6%

当てはまらない
55%

どちらかといえば
当てはまる

出典：「IT人材の長時間労働削減に向けた実態調査」アンケート結果より
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不明確な検収要件と労働時間の関係

55.0 22.9 10.4 11.7

「不明確な検収要件」が長時間労働に
つながると思うか（％） つながらないと

思うつながると思う どちらかというと
つながると思う

どちらかといえば
つながらないと

思う

当てはまらないどちらかというと
当てはまらない

どちらかというと
当てはまる

2.6

12.1 00.0

9.5 32.9 55.0

当てはまる図表（b）「不明確な検収要件」の 
長時間労働への影響（％）



　　背　景
　より良いシステムを顧客に提供することはITエンジニアとしての誇りです。しかし、それが行き過ぎると、
仕様を過度に超えた品質（つまり「過剰品質」）を作り込むということが往々にして起こります。当然の
ことですが、過剰品質を作りこむには多くの時間が必要とされます。それが長時間労働を生む大きな原因
の一つなのです（コラム　データでみる　を参照）。
　「限られた予算のなかで（お金）」「決められた期日までに（時間）」という制約のなかで、「何を」「ど
の様に」「いつまでに」作るのかという諸要素の組み合わせを決める。これが開発スコープですが、「何
を」に関わる品質は開発スコープのなかで決められます。つまり実現すべき品質には絶対的な基準はな
く、開発スコープのなかで相対的に、つまり予算、納期等とのバランスを考えて決められるものです。
　ですから、「過剰品質」の開発は予算、納期等の他の要素に、予算を超えてしまう、納期が遅れる等の
形で犠牲を強いることになります。長時間労働はそのなかの一つの犠牲なのです。

　　解決策
　「過剰品質」の開発が起こらないようにプロジェクトマネジメントを整備する。これが基本的な対応策
になり、以下に示す勘所はそのための施策です。なお、機能追加や変更、その他過剰な要求が争われた
「過剰品質」を招くプロジェクトマネジメントの重要性については、過去の判決からも学ぶことができます
（コラム　データでみる　を参照）。

❶ 過度な規模拡大につながることを防止するために、開発スコープを明確に設定します。

❷ 開発スコープの明確化には、PMBOK のスコープマネジメントを活用することを勧めます。

❸ 具体的には、それに従い、「プロジェクトの目標を達成するために必要な成果物とタスク
の定義」、「プロジェクト期間を通じてその定義の見直し（必要に応じて）」、「必要な成果
物とタスクが完成されていることの保証」を顧客に対して明確にしていく。詳しくは、プロ
ジェクトマネジメント協会（PMI）が発行する「プロジェクトマネジメント知識体系ガイド
（PMBOK）」をみてください。

● ベンダはプロジェクトマネージメント義務を認識すベきである
ベンダは、開発を成功させるために、問題点を発見し、ユーザに対して問題点について協力
を求める義務があることに留意すべきである。

● ユーザは協力義務を認識すベきである
ユーザは、ベンダから協力を求められた場合、適時に適切な意思決定をしなければ、協力
違反に問われることとなる。

本件では、工程単位で納期を決めておきながら、委託料は一括して定めており、基本設計が未
確定のまま、次の工程を進めている。そこでユーザが機能について追加の要望したことにより混乱
をきたした事例であると評価できる。工程別に委託料を定める多段階契約を締結しておけば、
問題が生じることを防止できた可能性が高い。未確定事項の確定に関する取り決めがなされて
いれば、基本般計に不完全な点があっても、懸案事項を検討しながら開発をすすめるにあたって
も、モデル契約書〈第一版〉の想定するプロジェクトマネージメントが機能した可能性があった。

2

31 32

仕様以上の過剰品質の開発を行う問題

勘所

2Column
参考になる「過剰品質」を巡る紛争と判例

大規模すぎる案件はフェーズ毎の多段階契約にし、
全社を挙げて戦略的に対応すべし 12 開発スコープを明確にし、規模の拡大を防止すべし

データでみる

「過剰品質」が長時間労働につながることについては
多くのITエンジニアが認識しており、「仕様以上の過剰
品質」が長時間労働につながる（「つながると思う」＋
「どちらかというとつながると思う」）としたプロジェクト
マネージャ（PM）は7割以上（73.2％）に上っています。

また「仕様以上の過剰品質」に該当するプロジェクトを
担当するPMは2割程度にとどまりますが、期間の長い
プロジェクトほど「過剰品質」問題をかかえるプロジェクト
が多いことが注目されます。このコラムでは、さらに「過剰
品質」を巡る紛争と判例について紹介しておきます。

　　ヒントとなる取組事例
● プロジェクトとPMO及び法務が連携し、案件毎にスコープと納期をモニタリングし、ステアリング

コミッティに改善提案を行います。ダメな場合にはスコープ自体を見直す（コントロール）こともあります。 
―スミセイ情報システム（株）

● 前工程（契約前交渉）において、カスタマイズが大きい改修要件については、開発スコープを明確
化し、規模の拡大を防止しました。―（株）熊本計算センター

原　 告
被　 告
請求内容
経　 緯

争　 点

ユーザの

主張

ベンダの

主張

ベンダは、契約書・提案書で提示した開発手順・手法
で開発を進め、進捗状況を管理し、開発を阻害する要因を
発見し、（適時・適切に）対処寸ベき義務を負い、さらに、
ユーザによって作業を阻害される行為がないように働き
かける義務を負う（プロジェクトマネージメント義務）。
具体的には、ユーザが機能の追加等の要求をした場合、
当該要求が委託料や納入期限等に影響を及ぼすもので
あった場合にユーザに対し適時その旨説明して、要求の
撤回や追加の委託料の負担等を求めるなどの義務である。
他方で、オーダーメイドのシステム開発はベンダのみ

では完成できず、ユーザは、開発過程において、どのよう
な機能を要望するのかを明確に伝え、ベンダとともに
検討し、画面や帳票を決定し、成果物の検収をするなど
の協力義務がある。具体的には、ベンダから求められた
際に、ユーザが適時適切な意思決定をしてない点が協力
義務違反であるとされた。
ベンダのプロジェクトマネージメント義務違反、ユーザ

の協力義務違反があり、完成しなかったことについては
どちらの責任とはいえず、債務不履行は認められない。
債務不履行解除は認められなかったが、民法641条に
よるユーザからの解除（請負契約の仕事が完成するま
では、ベンダの損害を賠償してユーザがいつでも契約を
解除できる旨の規定）が認められ、ベンダの過失を差し
引きl億1340万円につき認容された。
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ベンダは、契約書・提案書で提示した開発手順・手法で開発を進め、進捗状況を管理し、開発を阻害する要因を
発見し、（適時・適切に）対処寸ベき義務を務を負う（プロジェクトマネージメント義務）。具体的には、ユーザが
機能の追加等の要求をした場合、当該要求が委託料や納入期限等に影響を及ぼすものであった場合にユーザに
対し適時その旨説明して、要求の撤回や追加の委託料の負姐等を求めるなどの義務である。他方で、オーダーメイ
ドのシステム開発はベンダのみでは完成できず、ユーザは、開発過程において、どのような機能を要望するのかを
明確に伝え、ベンダとともに検討し、画面や帳票を決定し、成果物の検収をするなどの協力義務がある。具体的に
は、ベンダから求められた際に、ユーザが適時適切な意思決定をしてない点が協力義務違反であるとされた。ベ
ンダのプロジェクトマネージメント義務違反、ユーザの協力義務違反があり、完成しなかったことについてはどち
らの責任とはいえず、債務不履行は認められない。債務不履行解除は認められなかったが、民法641条によるユー
ザからの解除（請負契約の仕事が完成するまでは、ベンダの損害を賠償してユーザがいつでも契約を解除できる
旨の規定）が認められ、ベンダの過失を差し引きl億1340万円につき認容された。

事 例 概 要 判　　決

ユーザ（国民健康保険組合）
ベンダ（システム開発会社）
既払い委託料返還請求（2億5200万円）
ユーザとベンダは、電算システムの開発委託
契約を締結したが、同システムは納入期限
までに完成せず、ユーザはベンダに対し、
債務不履行解除をし、支払済の委託料の
返還を求めた。
ベンダの債務の内容はどのようなものであっ
たか、ベンダは債務を履行したといえるか。
ユーザは、ベンダによる開発に協力すべき契約
上の義務を負うか。負うとすれば、ユーザは
協力したといえるか。システムの開発作業が
遅れ完成に至らなかった原因は何か。
ベンダはプロジェクトマネージメント義務を
負っている。ユーザが、協力義務を負うのは
例外的な場合のみである。完成が遅れたの
は、ベンダの知識・技術不足、プロジェクト
マネージメント能力不足が原因である。
オーダーメイドのシステム開発には、ユーザ
の主体的関与が不可欠であり、また契約書
にも協力義務が定められている。ユーザの
協力義務違反が遅延の原因である。

プロジェクトマネージメント義務違反、協力義務違反があった事例
＊参考東京地方裁判所平成16年3月10日判決（地裁平成12年〈ワ〉第20378号、平成13年第1739号）

出展：情報システム・ソフトウェア取引高度化コンソーシアム「情報システム・ソフトウェア取引トラブル事例集」

反 省 点

モデル契約書
活用の
ポイント



背　景
より良いシステムを顧客に提供することはITエンジニアとしての誇りです。しかし、それが行き過ぎると、

仕様を過度に超えた品質（つまり「過剰品質」）を作り込むということが往々にして起こります。当然の
ことですが、過剰品質を作りこむには多くの時間が必要とされます。それが長時間労働を生む大きな原因
の一つなのです（コラム データでみる　を参照）。

「限られた予算のなかで（お金）」「決められた期日までに（時間）」という制約のなかで、「何を」「どの
様に」「いつまでに」作るのかという諸要素の組み合わせを決める。これが開発スコープですが、「何を」
に関わる品質は開発スコープのなかで決められます。つまり実現すべき品質には絶対的な基準はなく、
開発スコープのなかで相対的に、つまり予算、納期等とのパランスを考えて決められるものです。

ですから、「過剰品質」の開発は予算、納期等の他の要素に、予算を超えてしまう、納期が遅れる等の
形で犠牲を強いることになります。長時間労働はそのなかの一つの犠牲なのです。

解決策
「過剰品質」の開発が起こらないようにプロジェクトマネジメントを整備する。これが基本的な対応策

になり、以下に示す勘所はそのための施策です。なお、機能追加や変更、その他過剰な要求が争われた
「過剰品質」を招くプロジェクトマネジメントの重要性については、過去の判決からも学ぶことができます
（コラム　データでみる　を参照）。

❶ 過度な規模拡大につながることを防止するために、開発スコープを明確に設定します。

❷ 開発スコープの明確化には、PMBOK のスコープマネジメントを活用することを勧めます。

❸ 具体的には、それに従い、「プロジェクトの目標を達成するために必要な成果物とタスク
の定義」、「プロジェクト期間を通じてその定義の見直し（必要に応じて）」、「必要な成果
物とタスクが完成されていることの保証」を顧客に対して明確にしていく。詳しくは、プロ
ジェクトマネジメント協会（PMI）が発行する「プロジェクトマネジメント知識体系ガイド
（PMBOK）」をみてください。

● ベンダはプロジェクトマネージメント義務を認識すベきである
ベンダは、開発を成功させるために、問題点を発見し、ユーザに対して問題点について協力
を求める義務があることに留意すべきである。

● ユーザは協力義務を認識すベきである
ユーザは、ベンダから協力を求められた場合、適時に適切な意思決定をしなければ、協力
違反に問われることとなる。

本件では、工程単位で納期を決めておきながら、委託料は一括して定めており、基本設計が未
確定のまま、次の工程を進めている。そこでユーザが機能について追加の要望したことにより混乱
をきたした事例であると評価できる。工程別に委託料を定める多段階契約を締結しておけば、
問題が生じることを防止できた可能性が高い。未確定事項の確定に関する取り決めがなされて
いれば、基本般計に不完全な点があっても、懸案事項を検討しながら開発をすすめるにあたって
も、モデル契約書〈第一版〉の想定するプロジェクトマネージメントが機能した可能性があった。

2
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仕様以上の過剰品質の開発を行う問題

勘所

2Column
参考になる「過剰品質」を巡る紛争と判例

大規模すぎる案件はフェーズ毎の多段階契約にし、
全社を挙げて戦略的に対応すべし 12 開発スコープを明確にし、規模の拡大を防止すべし

データでみる

　「過剰品質」が長時間労働につながることについては
多くのITエンジニアが認識しており、「仕様以上の過剰
品質」が長時間労働につながる（「つながると思う」＋
「どちらかというとつながると思う」）としたプロジェクト
マネージャ（PM）は7割以上（73.2％）に上っています。

また「仕様以上の過剰品質」に該当するプロジェクトを
担当するPMは2割程度にとどまりますが、期間の長い
プロジェクトほど「過剰品質」問題をかかえるプロジェクト
が多いことが注目されます。このコラムでは、さらに「過剰
品質」を巡る紛争と判例について紹介しておきます。

ヒントとなる取組事例
● プロジェクトとPMO及び法務が連携し、案件毎にスコープと納期をモニタリングし、ステアリング

コミッティに改善提案を行います。ダメな場にはスコープ自体を見直す（コントロール）こともあります。
―スミセイ情報システム（株）

● 前工程（契約前交渉）において、カスタマイズが大きい改修要件については、開発スコープを明確
化し、規模の拡大を防止しました。―（株）熊本計算センター

原　　告
被　　告
請求内容
経　　緯

争　　点

ユーザの

主張

ベンダの

主張

　ベンダは、契約書・提案書で提示した開発手順・手法
で開発を進め、進捗状況を管理し、開発を阻害する要因を
発見し、（適時・適切に）対処寸ベき義務を負い、さらに、
ユーザによって作業を阻害される行為がないように働き
かける義務を負う（プロジェクトマネージメント義務）。
具体的には、ユーザが機能の追加等の要求をした場合、
当該要求が委託料や納入期限等に影響を及ぼすもので
あった場合にユーザに対し適時その旨説明して、要求の
撤回や追加の委託料の負担等を求めるなどの義務である。
　他方で、オーダーメイドのシステム開発はベンダのみ
では完成できず、ユーザは、開発過程において、どのよう
な機能を要望するのかを明確に伝え、ベンダとともに
検討し、画面や帳票を決定し、成果物の検収をするなど
の協力義務がある。具体的には、ベンダから求められた
際に、ユーザが適時適切な意思決定をしてない点が協力
義務違反であるとされた。
　ベンダのプロジェクトマネージメント義務違反、ユーザ
の協力義務違反があり、完成しなかったことについては
どちらの責任とはいえず、債務不履行は認められない。
債務不履行解除は認められなかったが、民法641条に
よるユーザからの解除（請負契約の仕事が完成するま
では、ベンダの損害を賠償してユーザがいつでも契約を
解除できる旨の規定）が認められ、ベンダの過失を差し
引きl億1340万円につき認容された。

長
時
間
労
働
是
正
に
向
け
た
15
の
勘
所

長
時
間
労
働
是
正
に
向
け
た
15
の
勘
所

ベンダは、契約書・提案書で提示した開発手順・手法で開発を進め、進捗状況を管理し、開発を阻害する要因を
発見し、（適時・適切に）対処寸ベき義務を務を負う（プロジェクトマネージメント義務）。具体的には、ユーザが
機能の追加等の要求をした場合、当該要求が委託料や納入期限等に影響を及ぼすものであった場合にユーザに
対し適時その旨説明して、要求の撤回や追加の委託料の負姐等を求めるなどの義務である。他方で、オーダーメイ
ドのシステム開発はベンダのみでは完成できず、ユーザは、開発過程において、どのような機能を要望するのかを
明確に伝え、ベンダとともに検討し、画面や帳票を決定し、成果物の検収をするなどの協力義務がある。具体的に
は、ベンダから求められた際に、ユーザが適時適切な意思決定をしてない点が協力義務違反であるとされた。ベ
ンダのプロジェクトマネージメント義務違反、ユーザの協力義務違反があり、完成しなかったことについてはどち
らの責任とはいえず、債務不履行は認められない。債務不履行解除は認められなかったが、民法641条によるユー
ザからの解除（請負契約の仕事が完成するまでは、ベンダの損害を賠償してユーザがいつでも契約を解除できる
旨の規定）が認められ、ベンダの過失を差し引きl億1340万円につき認容された。

事 例 概 要 判　　決

ユーザ（国民健康保険組合）
ベンダ（システム開発会社）
既払い委託料返還請求（2億5200万円）
ユーザとベンダは、電算システムの開発委託
契約を締結したが、同システムは納入期限
までに完成せず、ユーザはベンダに対し、
債務不履行解除をし、支払済の委託料の
返還を求めた。
ベンダの債務の内容はどのようなものであっ
たか、ベンダは債務を履行したといえるか。
ユーザは、ベンダによる開発に協力すべき契約
上の義務を負うか。負うとすれば、ユーザは
協力したといえるか。システムの開発作業が
遅れ完成に至らなかった原因は何か。
ベンダはプロジェクトマネージメント義務を
負っている。ユーザが、協力義務を負うのは
例外的な場合のみである。完成が遅れたの
は、ベンダの知識・技術不足、プロジェクト
マネージメント能力不足が原因である。
オーダーメイドのシステム開発には、ユーザ
の主体的関与が不可欠であり、また契約書
にも協力義務が定められている。ユーザの
協力義務違反が遅延の原因である。

プロジェクトマネージメント義務違反、協力義務違反があった事例
＊参考東京地方裁判所平成16年3月10日判決（地裁平成12年〈ワ〉第20378号、平成13年第1739号）

出展：情報システム・ソフトウェア取引高度化コンソーシアム「情報システム・ソフトウェア取引トラブル事例集」
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　　背　景
　発注者と受注者、受注者とパートナー企業との間で開発標準等の仕事のやり方が合っていないと、トラ
ブルが発生し生産性が低下する等の状況が起こりやすくなり、その結果、長時間労働の原因になります。
　複数の企業、複数のITエンジニアが共同で作業をスムースに進めるには、仕事を進めるうえでの何らか
の共通ルール、標準が必要です。プロジェクトに関与する企業がそれぞれ独自の標準を持っていることは
珍しくありません。しかし、それぞれの企業がそれぞれの標準にしたがって仕事に取り組むようでは効率
的なプロジェクト運営は難しくなります。

　　解決策
　この問題に対しては、プロジェクトを進めるにあたって発注者、受注者、パートナー企業が同じルール、
標準を共有することが、基本的な解決方法です。また、その際にはプロジェクトの特性を考慮して、発注
者、受注者、パートナー企業にとって使いやすいルール、標準を採用するといった配慮が必要です。以下
では、具体的な対応策を示しておきます。

❶ どの標準を選択するか、その標準からどのテンプレートやツールを使うかをプロジェクト
開始前に明確にしておきます。プロジェクトの規模が大きくなるほど、経験の浅いメンバーが
多くなるので、共通のルール、標準を事前に明確にする必要性は大きくなります。

❷ プロジェクト特性に合った開発環境は何かについての情報とノウハウを蓄積し、それに基づ
いて、プロジェクトに合ったルール、標準を顧客に提案し共有化をはかる方法も有効です。

❸ 標準を設定するにあたっては、JIS規格のソフトウェアライフサイクルプロセス（SLCP）に
基づく「共通フレーム」（独立行政法人情報処理推進機構）、SIerやコンピュータメーカー
等が公開している標準が参考になります。

2
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作業の標準化ができていない問題

勘所

2

顧客・パートナーでドキュメントやテンプレートの標準や
ルールを統一した開発基盤を共有すべし13見積もりは工数をかけて精度を高めるべし

　　ヒントとなる取組事例
● エクセルのマクロで作成した「プロジェクト標準」のテンプレートを共有し、お客さんとコミュニケー

ションを取りながらレビュー計画書を策定・実行しました。―（株）ユビキタス
● ドキュメントの作成規約やテンプレートを標準化し、記載ルールや記載レベルを統一することで、

ドキュメント作成や製造工程の生産性向上を図り、作業時間を短縮しました。
―（株）熊本計算センター

● 大型案件の場合、開発標準とフレームワークは必ず準備します。過去の大型案件で使ったものを改訂
して再利用することが多いです。会社としての開発標準とフレームワークについては、急速な技術革新
の中でメンテナンスするコストと利用価値を考慮して、標準化の範囲を検討する必要があります。
―伊藤忠テクノソリューションズ（株）

● SDCセンターという開発支援組織を設置し、開発環境、標準APアーキテクチャ、管理ツール、ドキュ
メント等をクラウド環境で一箇所にまとめ、顧客とも共有できるように提供しています。「この言語なら
この開発フレームを使えば生産性が上がる」といった知見も含め開発技術を全社のプロジェクトへ
展開しています。―新日鉄住金ソリューションズ（株）

● 自社開発の超高速開発プラットフォームサービスを導入することで、画面を見ながら完成品のイメージを
固め、短期間で設計・実装が完了します。また利用開始後でも、画面を確認しながらリアルタイムで
修正・改善が可能です。―SCSK（株）

Column
作業の標準化と長時間労働 データでみる

作業の標準化ができていないことは、仕様が明確
でないこと、仕様が変更されること等に次いで、長時間
労働を生む重要な原因になっています。「発注者と
あなたの会社との間で開発標準等の仕事の仕方が
合っていないこと」が長時間労働につながる（「つな
がると思う」＋「どちらかといえばつながると思う」）

としたプロジェクトマネージャ（PM）は58.8%です。
また、このことに該当する（「当てはまる」＋「どちらか
といえば当てはまる」）プロジェクトを担当していると
したPMは16.9%であり、決して少なくありません。
作業の標準化を進めることは、長時間労働を改善

するための大切な対応策なのです。
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図表（b）担当プロジェクトは「開発標準等の
仕事の仕方が合っていない」か（％）

つながらないと
思う

どちらかというと
つながらないと思う

19.0 39.8 23.4 17.7

つながると思う
図表（a）「開発標準等の仕事の仕方が合っていない」

ことが長時間労働につながると思うか（％）
どちらかというと
つながると思う

当てはまらないどちらかというと
当てはまらない

3.0 13.9 39.0 44.2

当てはまる どちらかというと
当てはまる

出典：「IT人材の長時間労働削減に向けた実態調査」アンケート結果より「作業の標準化」と労働時間の関係



背　景
発注者と受注者、受注者とパートナー企業との間で開発標準等の仕事のやり方が合っていないと、トラ

ブルが発生し生産性が低下する等の状況が起こりやすくなり、その結果、長時間労働の原因になります。
複数の企業、複数のITエンジニアが共同で作業をスムースに進めるには、仕事を進めるうえでの何らか

の共通ルール、標準が必要です。プロジェクトに関与する企業がそれぞれ独自の標準を持っていることは
珍しくありません。しかし、それぞれの企業がそれぞれの標準にしたがって仕事に取り組むようでは効率
的なプロジェクト運営は難しくなります。

解決策
この問題に対しては、プロジェクトを進めるにあたって発注者、受注者、パートナー企業が同じルール、

標準を共有することが、基本的な解決方法です。また、その際にはプロジェクトの特性を考慮して、発注
者、受注者、パートナー企業にとって使いやすいルール、標準を採用するとの配慮が必要です。以下では、
具体的な対応策を示しておきます。

❶ どの標準を選択するか、その標準からどのテンプレートやツールを使うかをプロジェクト
開始前に明確にしておきます。プロジェクトの規模が大きくなるほど、経験の浅いメンバーが
多くなるので、共通のルール、標準を事前に明確にする必要性は大きくなります。

❷ プロジェクト特性に合った開発環境は何かについての情報とノウハウを蓄積し、それに基づ
いて、プロジェクトに合ったルール、標準を顧客に提案し共有化をはかる方法も有効です。

❸ 標準を設定するにあたっては、JIS規格のソフトウェアライフサイクルプロセス（SLCP）に
基づく「共通フレーム」（独立行政法人情報処理推進機構）、SIerやコンピュータメーカー
等が公開している標準が参考になります。
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作業の標準化ができていない問題

勘所

2

顧客・パートナーでドキュメントやテンプレートの標準や
ルールを統一した開発基盤を共有すべし13見積もりは工数をかけて精度を高めるべし

ヒントとなる取組事例
● エクセルのマクロで作成した「プロジェクト標準」のテンプレートを共有し、お客さんとコミュニケー

ションを取りながらレビュー計画書を策定・実行しました。―（株）ユビキタス
● ドキュメントの作成規約やテンプレートを標準化し、記載ルールや記載レベルを統一することで、

ドキュメント作成や製造工程の生産性向上を図り、作業時間を短縮しました。
 ―（株）熊本計算センター
● 大型案件の場合、開発標準とフレームワークは必ず準備します。過去の大型案件で使ったものを改訂

して再利用することが多いです。会社としての開発標準とフレームワークについては、急速な技術革新
の中でメンテナンスするコストと利用価値を考慮して、標準化の範囲を検討する必要があります。

 ―伊藤忠テクノソリューションズ（株）

● SDCセンターという開発支援組織を設置し、開発環境、標準APアーキテクチャ、管理ツール、ドキュ
メント等をクラウド環境で一箇所にまとめ、顧客とも共有できるように提供しています。「この言語なら
この開発フレームを使えば生産性が上がる」といった知見も含め開発技術を全社のプロジェクトへ
展開しています。―新日鉄住金ソリューションズ（株）

● 自社開発の超高速開発プラットフォームサービスを導入することで、画面を見ながら完成品のイメージを
固め、短期間で設計・実装が完了します。また利用開始後でも、画面を確認しながらリアルタイムで
修正・改善が可能です。―SCSK（株）

Column
作業の標準化と長時間労働 データでみる

　作業の標準化ができていないことは、仕様が明確
でないこと、仕様が変更されること等に次いで、長時間
労働を生む重要な原因になっています。「発注者と
あなたの会社との間で開発標準等の仕事の仕方が
合っていないこと」が長時間労働につながる（「つな
がると思う」＋「どちらかといえばつながると思う」）

としたプロジェクトマネージャ（PM）は58.8%です。
また、このことに該当する（「当てはまる」＋「どちらか
といえば当てはまる」）プロジェクトを担当していると
したPMは16.9%であり、決して少なくありません。
　作業の標準化を進めることは、長時間労働を改善
するための大切な対応策なのです。
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図表（b）担当プロジェクトは「開発標準等の
仕事の仕方が合っていない」か（％）

つながらないと
思う

どちらかというと
つながらないと思う

19.0 39.8 23.4 17.7

つながると思う
図表（a）「開発標準等の仕事の仕方が合っていない」

ことが長時間労働につながると思うか（％）
どちらかというと
つながると思う

当てはまらないどちらかというと
当てはまらない

3.0 13.9 39.0 44.2

当てはまる どちらかというと
当てはまる

出典：「IT人材の長時間労働削減に向けた実態調査」アンケート結果より「作業の標準化」と労働時間の関係



※ 2017年4月1日から9月30日の間に終了日が設定されている終了時
の担当者が顧客チーム社員のチケットを対象。終了日をもとに、
月ごとのチケット完了数を算出した。

❶ 機能要件、品質要件などを基にした生産性の評価基準を設定し、定量的に把握します。
そのためには日頃から成果やプロセスの計数管理を実施していることが必要です。

❷ 生産性を定量的に測るには様々な指標がありますが、プロジェクトマネージャがチーム内の
仕事を把握し、メンバーがお互いに共有できる指標を設定することが大切です。

❸ 生産性を測るためにはプロジェクト管理ツール等を積極的に活用することも有効です。また
独立行政法人情報処理推進機構「ソフトウェア開発データ白書」や一般社団法人日本情報
システムユーザー協会「ソフトウェアメトリックス調査」も参考になります。
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生産性の基準がなく、生産性が把握できていない問題

勘所

2

顧客・パートナーでドキュメントやテンプレートの標準や
ルールを統一した開発基盤を共有すべし 14 生産性の基準を設定し定量的に把握すべし

　　ヒントとなる取組事例
● 開発ドキュメントの標準化として、ドキュメント作成規約やテンプレートを用意し、記載ルールや記載

レベルを統一することにより、ドキュメント作成や製造工程の生産性向上を図るとともに、自動ログイン、
ソースチェックなど開発ツールを整備し、作業時間の短縮を実現しました。
―（株）熊本計算センター

● プロジェクト終了後にメトリックスを収集・分析し、それをプロジェクトの見積もりやプロジェクト体制
作りにフィードバックする仕組みを確立しています。システムの種類や利用したフレームワーク等が類似
した事例のデータを多数蓄積することによって信頼性の高い指標を持つことができます。
―新日鉄住金ソリューションズ（株）

● チームにおける早帰りを実現する取組
〈炎の早帰りプロジェクト〉

チーム内で、あえて「時間がない」という制約
を設けるため毎日18:00に帰宅することとし、
生産性高く働くには何が必要かを考えました。

取組みは、1stステージとして18:00帰宅を
2週間実施し、その中で得た“ムダの削減”や
“仕事のやり方の見直し”の知見を共有しました。
その後、生産性を高める知恵や工夫を出し合う
“小技自慢グランプリ”を開催し、2ndステージと
して18:00帰宅を１カ月間実施しました。

生産性を測る基準としては、稼働率（1月あた
りの基準労働時間に対する実労働時間）と1日
あたりのタスク（チケット）消化率の関係を見る
こととしました。お互いに意識を変え、様々な
工夫をすることで、取組みを実施した1ヶ月の
生産性が最も高くなりました。

この取組のポイントは、①個人の意識、②
チームの雰囲気、③仕事のやり方の工夫、④
仕組みでした。特に仕組みとしては、オープン
ソースのプロジェクト管理ツールを活用した
タスクの見える化、タスクの期限管理、タスク
消化率による生産性の定量管理にあります。

 ―東京海上日動システムズ（株）

　　背　景
　これまではソフトウェアの生産性は、単位時間にどれだけのコードを書いたかの量で測られてきました。
しかし、いまは量よりもどの様な創造的なシステムを開発したかという質的アウトプットが重要になってい
ます。創造的な成果をあげ、質的アウトプットからみた生産性の向上をはかるには労働時間を適正に維持
することが必要です。労働時間が過度に長くなると、ITエンジニアの創造性は失われ、質的アウトプット
からみた生産性は低下します。
　長時間労働を改善し質的アウトプットからみた生産性の向上をはかるには、働く一人ひとりが時間に
対する意識を変え、働き方を変える必要があります。「時間には限りがある」という時間意識をもち、時間
制約の中で知恵と創意工夫を発揮して成果をあげることが重要です。

　　解決策
　質的アウトプットからみた生産性の向上をはかるには、開発プロジェクトを評価する生産性基準を設定
することが大切ですし、生産性基準があるかないかで長時間労働の発生リストは大きく異なります。生産
性基準を設定するには、以下の対応が有効です。

● 稼働率とチケット数
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※ 2017年4月1日から9月30日の間に終了日が設定されている終了時
の担当者が顧客チーム社員のチケットを対象。終了日をもとに、
月ごとのチケット完了数を算出した。

❶ 機能要件、品質要件などを基にした生産性の評価基準を設定し、定量的に把握します。
そのためには日頃から成果やプロセスの計数管理を実施していることが必要です。

❷ 生産性を定量的に測るには様々な指標がありますが、プロジェクトマネージャがチーム内の
仕事を把握し、メンバーがお互いに共有できる指標を設定することが大切です。

❸ 生産性を測るためにはプロジェクト管理ツール等を積極的に活用することも有効です。また
独立行政法人情報処理推進機構「ソフトウェア開発データ白書」や一般社団法人日本情報
システムユーザー協会「ソフトウェアメトリックス調査」も参考になります。
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顧客・パートナーでドキュメントやテンプレートの標準や
ルールを統一した開発基盤を共有すべし 14 生産性の基準を設定し定量的に把握すべし

　　ヒントとなる取組事例
● 開発ドキュメントの標準化として、ドキュメント作成規約やテンプレートを用意し、記載ルールや記載

レベルを統一することにより、ドキュメント作成や製造工程の生産性向上を図るとともに、自動ログイン、
ソースチェックなど開発ツールを整備し、作業時間の短縮を実現しました。

 ―（株）熊本計算センター
● プロジェクト終了後にメトリックスを収集・分析し、それをプロジェクトの見積もりやプロジェクト体制

作りにフィードバックする仕組みを確立しています。システムの種類や利用したフレームワーク等が類似
した事例のデータを多数蓄積することによって信頼性の高い指標を持つことができます。

 ―新日鉄住金ソリューションズ（株）

● チームにおける早帰りを実現する取組
〈炎の早帰りプロジェクト〉

 　チーム内で、あえて「時間がない」という制約
を設けるため毎日18:00に帰宅することとし、
生産性高く働くには何が必要かを考えました。

 　取組みは、1stステージとして18:00帰宅を
2週間実施し、その中で得た“ムダの削減”や
“仕事のやり方の見直し”の知見を共有しました。
その後、生産性を高める知恵や工夫を出し合う
“小技自慢グランプリ”を開催し、2ndステージと
して18:00帰宅を１カ月間実施しました。

 　生産性を測る基準としては、稼働率（1月あた
りの基準労働時間に対する実労働時間）と1日
あたりのタスク（チケット）消化率の関係を見る
こととしました。お互いに意識を変え、様々な
工夫をすることで、取組みを実施した1ヶ月の
生産性が最も高くなりました。

 　この取組のポイントは、①個人の意識、②
チームの雰囲気、③仕事のやり方の工夫、④
仕組みでした。特に仕組みとしては、オープン
ソースのプロジェクト管理ツールを活用した
タスクの見える化、タスクの期限管理、タスク
消化率による生産性の定量管理にあります。

 ―東京海上日動システムズ（株）

　　背　景
　これまではソフトウェアの生産性は、単位時間にどれだけのコードを書いたかの量で測られてきました。
しかし、いまは量よりもどの様な創造的なシステムを開発したかという質的アウトプットが重要になってい
ます。創造的な成果をあげ、質的アウトプットからみた生産性の向上をはかるには労働時間を適正に維持
することが必要です。労働時間が過度に長くなると、ITエンジニアの創造性は失われ、質的アウトプット
からみた生産性は低下します。
　長時間労働を改善し質的アウトプットからみた生産性の向上をはかるには、働く一人ひとりが時間に
対する意識を変え、働き方を変える必要があります。「時間には限りがある」という時間意識をもち、時間
制約の中で知恵と創意工夫を発揮して成果をああげることが重要です。

　　解決策
　質的アウトプットからみた生産性の向上をはかるには、開発プロジェクトを評価する生産性基準を設定
することが大切ですし、生産性基準があるかないかで長時間労働の発生リストは大きく異なります。生産
性基準を設定するには、以下の対応が有効です。
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　　背　景
　開発プロジェクトにトラブルはつきものです。しかし、現場や担当者がトラブルを抱え込み、「発生した
トラブルへの初動対応が遅れること」、「発注者との間でトラブルの対応策や解決策の合意が遅れる
こと」になると、その対応に追われ長時間労働を生むことになります（コラム　データでみる　を参照）。
　心配される問題は、それだけではありません。トラブルが長引く、プロジェクトが破綻する、あるいは
不採算案件になり収束するまでに大きな損失が発生する等のリスクも大きくなります。
　ですから、「ちょっとした遅れだからすぐに取り戻せる」、「小さな不具合だから自分で直せる」といった
判断から、現場や担当者が問題を抱え込むという事態は何としても避けなければなりません。日頃から
小さな問題でも早期に見つけ、プロジェクト内で共有し、対応策を考えるということが重要になります。

　　解決策
　現場や担当者が抱え込む問題に対応するには、日頃から、プロジェクト内でそれぞれのメンバーが担当
する仕事の見える化と共有化をはかることが重要となります。またプロジェクトマネージャがチーム内の
小さな変化に気付くことも、プロジェクトの成否に係わってきます。こうした課題に応え、現場や担当者が
抱え込む問題を解決するには、以下の対策が有効です。

❶ プロジェクト管理ツールを活用し、メンバーの業務内容と進捗をリアルタイムに把握し、メン
バー全員で共有します。

❷ 業務を複数のメンバーが担当するチーム制をとります。

❸ 定例会議等の場で、トラブルの確認や対応策の調整のためのコミュニケーションをはかり
ます。

❹ プロジェクトマネージャはメンバーから悪い報告があっても、責めない、何とかしろと突き
放さない、放っておかない（無視しない）という行動をとります。

❺ プロジェクトマネージャを孤立させないようにします。

2

37 38

　　ヒントとなる取組事例
● 設計工程では、2名毎のチームを編成して各サブシステムを担当し、相互チェックにより仕様認識の

誤りを防ぐようにし、仕様変更による手戻りを最小限にとどめ、一人にかかわる負荷を軽減するとともに、
上流工程での品質を高めました。―（株）熊本計算センター

● プロジェクト管理ツールでメンバーの業務内容と進捗を日々確認し、毎週の定例で確認して偏りや
遅れを調整しています。上長やメンバー間でのコミュニケーションをしっかりとり、個人が問題を抱え
込んでプロジェクト全体に影響しないよう、小さな変化も見逃さず、周りとの助け合いが出来るような
情報共有をすすめています。―（株）メタテクノ

現場や担当者が問題を抱え込むことに対応していない問題

勘所

＊2 http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/kinrou/140312_02.html

2Column
　現場や担当者がトラブルを抱え込んだために、初期
対応が遅れ、トラブルが拡大する。起こりがちなこと
です。図表をみると、約2割のプロジェクトマネージャ
（PM）は「トラブルへの初期対応の遅れ」「対応策
や解決策の合意の遅れ」が「ある」（「当てはまる」＋
「どちらかというと当てはまる」）としています。これら
の問題は長時間労働を生む主要な原因になっており、
約7割のPMが長時間労働につながる（「つながる」＋
「どちらかというとつながる」）としています。それは
実際の労働時間、とくに1日当りの最長労働時間にも
顕著に現れています。「トラブルへの初期対応の遅
れ」を例にとると、それが「ある」プロジェクトのPMが

747分、メンバーが727分であるのに対して、「ある」
プロジェクトはそれぞれ891分、869分に上っています。
　またトラブルに対応するには組織的体制を整備
することが必要ですが、この整備はかなり進んでいる
ようです。「トラブルが発生したさいの会社の不十分
な組織的対応」に「当てはまらない」あるいは「どちら
かというと当てはまらない」としたPMは84.0%に上り
ます。それでも、デジタルビジネス系がその他のプロ
ジェクト分野に比べて遅れているなど、整備状況は
分野によって異なります。とくに遅れている分野の改善
が求められます。
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現場や担当者が問題を抱え込むことに対応していない問題
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＊2 http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/kinrou/140312_02.html
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● 目標とするレベル ITSSレベル４相当

● 対象分野 ❶ IT分野 ― AI、IoT、クラウド、データサイエンス 等
   （デザイン思考、アジャイル開発等の新たな開発手法との組み合わせを含む）
    ― 高度なセキュリティやネットワーク 等

  ❷ IT利活用分野 ―自動車分野のモデルベース開発 等
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　適切な労働時間で働き、ほどよく休暇を取得することは、仕事に対する社員の意識やモチベーションを
高めるとともに、業務効率の向上にプラスの効果が期待されます。社員の能力がより発揮されやすい環境を
整備することは、企業全体としての生産性を向上させ、収益の拡大ひいては企業の成長・発展につなげる
ことができます。
　他方、長時間労働や休暇が取れない生活が常態化すれば、メンタルヘルスに影響を及ぼす可能性が
高くなり、生産性は低下します。また、離職リスクの上昇や、企業イメージの低下など、さまざまな問題を
生じさせることになります。社員のために、そして企業経営の観点からも、長時間労働の抑制や年次有給
休暇の取得促進が求められているのです。
　働き方・休み方改善ポータルサイトは、企業の皆様が自社の社員の働き方・休み方の見直しや、改善に
役立つ情報を提供するサイトです。働き方・休み方の改善に是非ご活用ください。

働き方・休み方改善ポータルサイトを活用して、働き方改革に取り組んでみませんか。
「働き方・休み方改善 ポータル」で検索してください。
スマートフォンにも対応していますので、こちらも是非、ご活用ください。

http://work-holiday.mhlw.go.jp/

● 自己診断ページへ

● 登録すると働き方・
休み方に関するメル
マガが配信されます。

● 働き方・休み方に関
する課題別の対策を
知り、自社の対策検
討の参考にすること
ができます。

● 働き方・休み方に関
するシンポジウム・セ
ミナー情報を紹介し
ます。

● 働き方・休み方に関する「注目情報」
ポータルサイトに関する「新着情報（事
例追加等）」をお知らせします。

● 行政による働き方・休み方に関する
支援施策等のページへ

● 企業の取組事例の検索ページへ

● 働き方・休み方改善
指標による企業の自
己診断ができます。
社員自身が働き方・
休み方を診断し、現
状を認識することが
できます。

第四次産業革命
スキル修得講座認定制度

経済産業省は、IT・データ分野を中心とした専門的・実践的な教育訓練講座を経済
産業大臣が認定する「第四次産業革命スキル習得講座認定制度」を2017年7月に
創設しました。

　　制度の趣旨
　ＩＴ・データを中心とした将来の成長が強く見込まれ、雇用創出に貢献する分野において、社会人が高度な
専門性を身に付けキャリアアップを図る、専門的・実践的な教育訓練講座を経済産業大臣が認定します。
認定はＩＰＡ等からの専門的な助言を踏まえ、外部専門家による審査を経て行います。

　　目標・対象分野

※ 経済産業大臣が認定した教育訓練講座のうち、厚生労働省が定める一定の要件を満たし、厚生労働大臣の指定を受けた
講座は、「専門実践教育訓練給付」の対象となります。

● 講座の主な要件 □ 育成する職業、能力・スキル、訓練の内容を公表
  □ 必要な実務知識、技術、技能を公表
  □ 実習、実技、演習又は発表などが含まれる実践的な講座がカリ

キュラムの半分以上
  □ 審査、試験等により訓練の成果を評価
  □ 社会人が受けやすい工夫（e-ラーニング等）
  □ 事後評価の仕組みを構築 等

● 実施機関の □ 継続的・安定的に遂行できること（講座の実績・財務状況等）
  □ 組織体制や設備、講師等を有すること
  □ 欠格要件等に該当しないこと 等

● 認定の期間 適用の日から３年間

　　講座・実施機関の要件と認定の期間

主な要件
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仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現のため、働き方や休み方の見直し
に取り組む企業に、専門家が無料でアドバイスや資料提供等の支援を行います。

働き方・休み方改善コンサルタン卜 都道府県労働局（労働基準部／雇用環境・均等室）所在地・電話番号一覧 都
道
府
県
労
働
局
（
労
働
基
準
部
）
所
在
地
一
覧

　　ご利用方法
　「働き方・休み方改善コンサルタン卜」制度は以下のような方法でご利用いただけます。お申し込みは、
ご希望のご利用方法とともに、都道府県労働局雇用環境・均等部（室）までご連絡ください。

● 従業員の健康のため、長時間労働を改善したい。

● フレックスタイム制や裁量労働制を導入したいけど、手続きがわからない。

● 優秀な人材を確保するためにも年次有給休暇をはじめ休暇制度を充実したい。

● 労働時間や休日・休暇等の全般について、専門家に相談したい。

● ゆう活に取り組みたいが、何をしたらいいかわからない。

コンサルティング（個別訪問によるアドバイス）
「働き方・休み方改善コンサルタント」が事業場にお伺いし、労働時間や休暇制度の状況を
診断のうえ、アドバイスや改善に向けた具体的な提案や資料の提供を行います。

説明会への講師派遣
労働時間や休暇制度に関する説明会などに、「働き方・休み方改善コンサルタン卜」を
講師として派遣します。

研修会（ワークショップ）の開催
長時間労働の抑制や年次有給休暇の取得向上に成果を上げている事例などを教材と
して、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現に関する研修会を開催します。

　　対象となる方
　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現のため、働き方や休み方の見直しに取り組む企業
（規模・業種は聞いません）。

　　支援内容
　都道府県労働局に配置された「働き方・休み方改善コンサルタン卜」が、次のようなお悩みやご要望に
お応えします。

※ 「働き方・休み方改善コンサルタント」は、社会保険労務士の資格を持つ者等、労働関係法令・制度に専門的な知識を
持つ人物の中から、都道府県労働局長が任用した非常勤の国家公務員です。

※ 「働き方・休み方改善コンサルタン卜」のご利用は、全て無料です。また、ご相談の秘密は固くお守りします。

1

2

3

都道府県労働局雇用環境・均等部または雇用環境・均等室

● 都道府県労働局一覧
URL: http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/

お問い合わせ先

北海道労働局 〒060-8566 札幌市北区北8条西2丁目1番1号  札幌第1合同庁舎9階
青森労働局 〒030-8558 青森市新町2-4-25  青森合同庁舎2階
岩手労働局 〒020-8522 盛岡市盛岡駅西通1丁目9番15号  盛岡第2合同庁舎5階
宮城労働局 〒983-8585 仙台市宮城野区鉄砲町1番地  仙台第4合同庁舎8階
秋田労働局 〒010-0951 秋田市山王7丁目1番3号  秋田合同庁舎4階
山形労働局 〒990-8567 山形市香澄町3丁目2番1号  山交ビル3階
福島労働局 〒960-8021 福島市霞町1-46  福島合同庁舎5F
茨城労働局 〒310-8511 水戸市宮町1丁目8-31  茨城労働総合庁舎4階
栃木労働局 〒320-0845 宇都宮市明保野町1番4号  宇都宮第2地方合同庁舎3階
群馬労働局 〒371-8567 前橋市大手町2-3-1  前橋地方合同庁舎8階
埼玉労働局 〒330-6016 さいたま市中央区新都心11番地2  ランド・アクシス・タワー16F
千葉労働局 〒260-8612 千葉市中央区中央4丁目11番1号  千葉第2地方合同庁舎2階
東京労働局 〒102-8306 千代田区九段南1丁目2番1号  九段第3合同庁舎14階
神奈川労働局 〒231-8434 横浜市中区北仲通5-57  横浜第2合同庁舎8階
新潟労働局 〒950-8625 新潟市中央区美咲町1-2-1  新潟美咲合同庁舎2号館4階
富山労働局 〒930-8509 富山市神通本町1-5-5  富山労働総合庁舎
石川労働局 〒920-0024 金沢市西念3丁目4番1号  金沢駅西合同庁舎
福井労働局 〒910-8559 福井市春山1丁目1番54号  福井春山合同庁舎14階
山梨労働局 〒400-8577 甲府市丸の内1-1-11
長野労働局 〒380-8572 長野市中御所1丁目22-1
岐阜労働局 〒500-8723 岐阜市金竜町5丁目13番地  岐阜合同庁舎3階
静岡労働局 〒420-8639 静岡市葵区追手町9番50号  静岡地方合同庁舎  5階
愛知労働局 〒460-8507 名古屋市中区三の丸2丁目5番1号  名古屋合同庁舎第2号館
三重労働局 〒514-8524 津市島崎町327番2  津第二地方合同庁舎
滋賀労働局 〒520-0051 大津市梅林1丁目3-10  滋賀ビル5階
京都労働局 〒604-0846 京都市中京区両替町通御池上ル金吹町451
大阪労働局 〒540-8527 大阪市中央区大手前4丁目1番67号  大阪合同庁舎第2号館8F
兵庫労働局 〒650-0044 神戸市中央区東川崎町1丁目1番3号  神戸クリスタルタワー15F
奈良労働局 〒630-8570 奈良市法蓮町387奈良第3地方合同庁舎
和歌山労働局 〒640-8581 和歌山市黒田二丁目3-3  和歌山労働総合庁舎
鳥取労働局 〒680-8522 鳥取市富安2丁目89-9
島根労働局 〒690-0841 松江市向島町134番10  松江地方合同庁舎5F
岡山労働局 〒700-8611 岡山市北区下石井1丁目4番1号  岡山第2合同庁舎
広島労働局 〒730-8538 広島市中区上八丁堀6番30号  広島合同庁舎第2号館（4F・5F）
山口労働局 〒753-8510 山口市中河原町6番16号  山口地方合同庁舎2号館"
徳島労働局 〒770-0851 徳島市徳島町城内6番地6  徳島地方合同庁舎
香川労働局 〒760-0019 高松市サンポート3番33号  高松サンポート合同庁舎3階
愛媛労働局 〒790-8538 松山市若草町4番地3  松山若草合同庁舎5F
高知労働局 〒780-8548 高知市南金田1番39号
福岡労働局 〒812-0013 福岡市博多区博多駅東2丁目11番1号  福岡合同庁舎新館4F
佐賀労働局 〒840-0801 佐賀市駅前中央3丁目3番20号  佐賀第2合同庁舎
長崎労働局 〒850-0033 長崎市万才町7-1  住友生命長崎ビル"
熊本労働局 〒860-8514 熊本市西区春日2-10-1  熊本地方合同庁舎9階
大分労働局 〒870-0037 大分市東春日町17番20号  大分第2ソフィアプラザビル3F
宮崎労働局 〒880-0805 宮崎市橘通東3丁目1番22号  宮崎合同庁舎
鹿児島労働局 〒892-8535 鹿児島市山下町13番21号  鹿児島合同庁舎2階
沖縄労働局 〒900-0006 那覇市おもろまち2丁目1番1号  那覇第2地方合同庁舎（1号館）3F

北海道労働局 〒060-8566 札幌市北区北8条西2丁目1番1号  札幌第1合同庁舎9階
青森労働局 〒030-8558 青森市新町2-4-25  青森合同庁舎2階
岩手労働局 〒020-8522 盛岡市盛岡駅西通1丁目9番15号  盛岡第2合同庁舎5階
宮城労働局 〒983-8585 仙台市宮城野区鉄砲町1番地  仙台第4合同庁舎8階
秋田労働局 〒010-0951 秋田市山王7丁目1番3号  秋田合同庁舎4階
山形労働局 〒990-8567 山形市香澄町3丁目2番1号  山交ビル3階
福島労働局 〒960-8021 福島市霞町1-46  福島合同庁舎5F
茨城労働局 〒310-8511 水戸市宮町1丁目8-31  茨城労働総合庁舎4階
栃木労働局 〒320-0845 宇都宮市明保野町1番4号  宇都宮第2地方合同庁舎3階
群馬労働局 〒371-8567 前橋市大手町2-3-1  前橋地方合同庁舎8階
埼玉労働局 〒330-6016 さいたま市中央区新都心11番地2  ランド・アクシス・タワー16F
千葉労働局 〒260-8612 千葉市中央区中央4丁目11番1号  千葉第2地方合同庁舎2階
東京労働局 〒102-8306 千代田区九段南1丁目2番1号  九段第3合同庁舎14階
神奈川労働局 〒231-8434 横浜市中区北仲通5-57  横浜第2合同庁舎8階
新潟労働局 〒950-8625 新潟市中央区美咲町1-2-1  新潟美咲合同庁舎2号館4階
富山労働局 〒930-8509 富山市神通本町1-5-5  富山労働総合庁舎
石川労働局 〒920-0024 金沢市西念3丁目4番1号  金沢駅西合同庁舎
福井労働局 〒910-8559 福井市春山1丁目1番54号  福井春山合同庁舎14階
山梨労働局 〒400-8577 甲府市丸の内1-1-11
長野労働局 〒380-8572 長野市中御所1丁目22-1
岐阜労働局 〒500-8723 岐阜市金竜町5丁目13番地  岐阜合同庁舎3階
静岡労働局 〒420-8639 静岡市葵区追手町9番50号  静岡地方合同庁舎  5階
愛知労働局 〒460-8507 名古屋市中区三の丸2丁目5番1号  名古屋合同庁舎第2号館
三重労働局 〒514-8524 津市島崎町327番2  津第二地方合同庁舎
滋賀労働局 〒520-0051 大津市梅林1丁目3-10  滋賀ビル5階
京都労働局 〒604-0846 京都市中京区両替町通御池上ル金吹町451
大阪労働局 〒540-8527 大阪市中央区大手前4丁目1番67号  大阪合同庁舎第2号館8F
兵庫労働局 〒650-0044 神戸市中央区東川崎町1丁目1番3号  神戸クリスタルタワー15F
奈良労働局 〒630-8570 奈良市法蓮町387奈良第3地方合同庁舎
和歌山労働局 〒640-8581 和歌山市黒田二丁目3-3  和歌山労働総合庁舎
鳥取労働局 〒680-8522 鳥取市富安2丁目89-9
島根労働局 〒690-0841 松江市向島町134番10  松江地方合同庁舎5F
岡山労働局 〒700-8611 岡山市北区下石井1丁目4番1号  岡山第2合同庁舎
広島労働局 〒730-8538 広島市中区上八丁堀6番30号  広島合同庁舎第2号館（4F・5F）
山口労働局 〒753-8510 山口市中河原町6番16号  山口地方合同庁舎2号館"
徳島労働局 〒770-0851 徳島市徳島町城内6番地6  徳島地方合同庁舎
香川労働局 〒760-0019 高松市サンポート3番33号  高松サンポート合同庁舎3階
愛媛労働局 〒790-8538 松山市若草町4番地3  松山若草合同庁舎5F
高知労働局 〒780-8548 高知市南金田1番39号
福岡労働局 〒812-0013 福岡市博多区博多駅東2丁目11番1号  福岡合同庁舎新館4F
佐賀労働局 〒840-0801 佐賀市駅前中央3丁目3番20号  佐賀第2合同庁舎
長崎労働局 〒850-0033 長崎市万才町7-1  住友生命長崎ビル"
熊本労働局 〒860-8514 熊本市西区春日2-10-1  熊本地方合同庁舎9階
大分労働局 〒870-0037 大分市東春日町17番20号  大分第2ソフィアプラザビル3F
宮崎労働局 〒880-0805 宮崎市橘通東3丁目1番22号  宮崎合同庁舎
鹿児島労働局 〒892-8535 鹿児島市山下町13番21号  鹿児島合同庁舎2階
沖縄労働局 〒900-0006 那覇市おもろまち2丁目1番1号  那覇第2地方合同庁舎（1号館）3F
厚生労働省労働基準局 〒100-8916 千代田区霞が関1-2-2  中央合同庁舎5号館16階● 厚生労働省労働基準局　〒100-8916 千代田区霞が関1-2-2  中央合同庁舎5号館16階

011-788-7874
017-734-4211
019-604-3010
022-299-8834
018-862-6684
023-624-8228
024-536-2777
029-277-8294
028-633-2795
027-896-4739
048-600-6210
043-306-1860
03-6867-0212
045-211-7357
025-288-3511
076-432-2728
076-265-4429
0776-22-0221
055-225-2851
026-223-0560
058-245-1550
054-254-6320
052-972-0252
059-261-2978
077-523-1190
075-241-3212
06-6941-4630
078-367-0700
0742-32-0210
073-488-1170
0857-29-1701
0852-20-7007
086-224-7639
082-221-9247
083-995-0390
088-652-2718
087-811-8924
089-935-5222
088-885-6041
092-411-4763
0952-32-7218
095-801-0050
096-352-3865
097-532-4025
0985-38-8821
099-222-8446
098-868-4403
03-5253-1111
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仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現のため、働き方や休み方の見直し
に取り組む企業に、専門家が無料でアドバイスや資料提供等の支援を行います。

働き方・休み方改善コンサルタン卜 都道府県労働局（労働基準部／雇用環境・均等室）所在地・電話番号一覧 都
道
府
県
労
働
局
（
労
働
基
準
部
）
所
在
地
一
覧

　　ご利用方法
　「働き方・休み方改善コンサルタン卜」制度は以下のような方法でご利用いただけます。お申し込みは、
ご希望のご利用方法とともに、都道府県労働局雇用環境・均等部（室）までご連絡ください。

● 従業員の健康のため、長時間労働を改善したい。

● フレックスタイム制や裁量労働制を導入したいけど、手続きがわからない。

● 優秀な人材を確保するためにも年次有給休暇をはじめ休暇制度を充実したい。

● 労働時間や休日・休暇等の全般について、専門家に相談したい。

● ゆう活に取り組みたいが、何をしたらいいかわからない。

コンサルティング（個別訪問によるアドバイス）
「働き方・休み方改善コンサルタント」が事業場にお伺いし、労働時間や休暇制度の状況を
診断のうえ、アドバイスや改善に向けた具体的な提案や資料の提供を行います。

説明会への講師派遣
労働時間や休暇制度に関する説明会などに、「働き方・休み方改善コンサルタン卜」を
講師として派遣します。

研修会（ワークショップ）の開催
長時間労働の抑制や年次有給休暇の取得向上に成果を上げている事例などを教材と
して、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現に関する研修会を開催します。

　　対象となる方
　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現のため、働き方や休み方の見直しに取り組む企業
（規模・業種は聞いません）。

　　支援内容
　都道府県労働局に配置された「働き方・休み方改善コンサルタン卜」が、次のようなお悩みやご要望に
お応えします。

※ 「働き方・休み方改善コンサルタント」は、社会保険労務士の資格を持つ者等、労働関係法令・制度に専門的な知識を
持つ人物の中から、都道府県労働局長が任用した非常勤の国家公務員です。

※ 「働き方・休み方改善コンサルタン卜」のご利用は、全て無料です。また、ご相談の秘密は固くお守りします。
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都道府県労働局雇用環境・均等部または雇用環境・均等室

● 都道府県労働局一覧
URL: http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/

お問い合わせ先

北海道労働局 〒060-8566 札幌市北区北8条西2丁目1番1号  札幌第1合同庁舎9階
青森労働局 〒030-8558 青森市新町2-4-25  青森合同庁舎2階
岩手労働局 〒020-8522 盛岡市盛岡駅西通1丁目9番15号  盛岡第2合同庁舎5階
宮城労働局 〒983-8585 仙台市宮城野区鉄砲町1番地  仙台第4合同庁舎8階
秋田労働局 〒010-0951 秋田市山王7丁目1番3号  秋田合同庁舎4階
山形労働局 〒990-8567 山形市香澄町3丁目2番1号  山交ビル3階
福島労働局 〒960-8021 福島市霞町1-46  福島合同庁舎5F
茨城労働局 〒310-8511 水戸市宮町1丁目8-31  茨城労働総合庁舎4階
栃木労働局 〒320-0845 宇都宮市明保野町1番4号  宇都宮第2地方合同庁舎3階
群馬労働局 〒371-8567 前橋市大手町2-3-1  前橋地方合同庁舎8階
埼玉労働局 〒330-6016 さいたま市中央区新都心11番地2  ランド・アクシス・タワー16F
千葉労働局 〒260-8612 千葉市中央区中央4丁目11番1号  千葉第2地方合同庁舎2階
東京労働局 〒102-8306 千代田区九段南1丁目2番1号  九段第3合同庁舎14階
神奈川労働局 〒231-8434 横浜市中区北仲通5-57  横浜第2合同庁舎8階
新潟労働局 〒950-8625 新潟市中央区美咲町1-2-1  新潟美咲合同庁舎2号館4階
富山労働局 〒930-8509 富山市神通本町1-5-5  富山労働総合庁舎
石川労働局 〒920-0024 金沢市西念3丁目4番1号  金沢駅西合同庁舎
福井労働局 〒910-8559 福井市春山1丁目1番54号  福井春山合同庁舎14階
山梨労働局 〒400-8577 甲府市丸の内1-1-11
長野労働局 〒380-8572 長野市中御所1丁目22-1
岐阜労働局 〒500-8723 岐阜市金竜町5丁目13番地  岐阜合同庁舎3階
静岡労働局 〒420-8639 静岡市葵区追手町9番50号  静岡地方合同庁舎  5階
愛知労働局 〒460-8507 名古屋市中区三の丸2丁目5番1号  名古屋合同庁舎第2号館
三重労働局 〒514-8524 津市島崎町327番2  津第二地方合同庁舎
滋賀労働局 〒520-0051 大津市梅林1丁目3-10  滋賀ビル5階
京都労働局 〒604-0846 京都市中京区両替町通御池上ル金吹町451
大阪労働局 〒540-8527 大阪市中央区大手前4丁目1番67号  大阪合同庁舎第2号館8F
兵庫労働局 〒650-0044 神戸市中央区東川崎町1丁目1番3号  神戸クリスタルタワー15F
奈良労働局 〒630-8570 奈良市法蓮町387奈良第3地方合同庁舎
和歌山労働局 〒640-8581 和歌山市黒田二丁目3-3  和歌山労働総合庁舎
鳥取労働局 〒680-8522 鳥取市富安2丁目89-9
島根労働局 〒690-0841 松江市向島町134番10  松江地方合同庁舎5F
岡山労働局 〒700-8611 岡山市北区下石井1丁目4番1号  岡山第2合同庁舎
広島労働局 〒730-8538 広島市中区上八丁堀6番30号  広島合同庁舎第2号館（4F・5F）
山口労働局 〒753-8510 山口市中河原町6番16号  山口地方合同庁舎2号館"
徳島労働局 〒770-0851 徳島市徳島町城内6番地6  徳島地方合同庁舎
香川労働局 〒760-0019 高松市サンポート3番33号  高松サンポート合同庁舎3階
愛媛労働局 〒790-8538 松山市若草町4番地3  松山若草合同庁舎5F
高知労働局 〒780-8548 高知市南金田1番39号
福岡労働局 〒812-0013 福岡市博多区博多駅東2丁目11番1号  福岡合同庁舎新館4F
佐賀労働局 〒840-0801 佐賀市駅前中央3丁目3番20号  佐賀第2合同庁舎
長崎労働局 〒850-0033 長崎市万才町7-1  住友生命長崎ビル"
熊本労働局 〒860-8514 熊本市西区春日2-10-1  熊本地方合同庁舎9階
大分労働局 〒870-0037 大分市東春日町17番20号  大分第2ソフィアプラザビル3F
宮崎労働局 〒880-0805 宮崎市橘通東3丁目1番22号  宮崎合同庁舎
鹿児島労働局 〒892-8535 鹿児島市山下町13番21号  鹿児島合同庁舎2階
沖縄労働局 〒900-0006 那覇市おもろまち2丁目1番1号  那覇第2地方合同庁舎（1号館）3F
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仕事を見直し、生産性を上げるプロジェクトマネジメント！

働き方改革

長時間労働是正に向けた

15の勘所

ハンドブック
情報通信業（情報サービス業編）

長時間労働の抑制・年次有給休暇取得促進に向けての取組

働き方・休み方

I T社会における
ワークスタイルを

求めて

ハンド
ブック改善

情報通信業（情報サービス業編）

● 著作権について
「働き方改革ハンドブック 情報通信業（情報サービス業編）」に関しての著作権は厚生
労働省が有しています。
本ハンドブックの内容については、転載・複製を行うことができます。転載・複製を行う
場合は、出所を明記してください。なお、商用目的で転載・複製を行う場合は、予め厚生
労働省 労働基準局 労働条件政策課（03－5253－1111＜内線5356＞）までご相談ください。
● 免責事項
本ハンドブックの掲載事項の正確性については万全を期しておりますが、厚生労働省は、
利用者が本ハンドブックの情報を用いて行う一切の行為について何ら責任を負うものでは
ありません。

厚生労働省では、企業の皆さまのお役に立てる
人事労務に関する情報をメルマガで配信しています。
登録はこちら ⇒ http://merumaga.mhlw.go.jp/

「働き方改革ハンドブック」は
下記ホームページにて閲覧・ダウンロードできます。

お問合せ先
厚生労働省 労働基準局 労働条件政策課
TEL（03）5253-1111（内線5356）

企画・制作
一般社団法人 情報サービス産業協会
〒01-0047 東京都千代田区内神田2-3-4 S-GATE大手町北6F
http://www.j isa .or.jp/

発行  2018年3月

厚生労働省委託事業

＊ 2018年4月下旬に掲載を予定しています

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/
koyou_roudou/roudoukijun/shigoto/it/doc.html

長時間労働の抑制・年次有給休暇取得促進に向けての取組
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